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本文は p. ９へ
ＩＴを基盤としたインドの産業発展と
知識型社会を目指した人材育成の動き
　BRICs の一角をなすインドは、経済自由化、IT 関連産業の発展を通じて急激な経済
成長を遂げつつあり、国際的な存在感が急速に高まってきている。2050 年までには、
インドが世界第３位の経済大国に躍り出ると予測されている。少子化問題を抱える我が
国とは対照的に、人口 11 億人に対し、次世代を担う 25 歳以下の若年層の割合は 50%
を超える。豊富な労働力に加え、世界最大の民主主義国家であること、高い英語能力、
安価な労働賃金が競争優位の源泉といわれてきた。しかし、これら以上に最も重要と考
えられる点は、高い能力を備える人材を持続的に輩出するシステムを備えようとしてい
る点である。
　インドの躍進を支えてきたのはソフトウェアを中心とするIT産業であった。2007年度
には対GDP比で5.4%を占めると言われている。インドは世界のオフショア市場の６割を
占めるソフトウェア大国に成長した。そのインドが次に狙う市場がバイオ産業である。特
に、IT産業との親和性が高く、バイオテクノロジーの基盤技術となるバイオインフォマ
ティクスに国を挙げて注力し始めている。多くのバイオインフォマティクスに関するプ
ロジェクトが進められており、研究拠点が設置されている。また、そのためのスーパーコ
ンピュータを整備する動きもある。創薬、診断、治療などのライフサイエンス産業以外に
も、バイオ燃料、農業など広範囲に適用される可能性があり、その研究成果が生み出す潜
在市場の大きさは計り知れない。
　このような産業発展を支えるのは人材である。しかし、世界第２位の人口を誇るイン
ドでさえも、あまりにも急激な経済発展のために必要な人材を十分に確保できていない。
人材不足は持続的な経済成長はもとより、国際競争力を高めていく上で大きな障壁とな
る。そのため、インドは高等教育機関の充実を通じて、産業界とアカデミアの人材ギャッ
プを埋めるべく必要な人材の育成に取り組んでいる。
　インドは人材不足に対する危機意識が高く、人材育成および人材確保に積極的である。
その理由は、知識型社会としての発展を目指し、新しい時代を開く原動力として人材を
捉えているからであろう。インドが目指しているのは、従来の業務アウトソーシングか
ら優秀な人材を基盤とした知識業務のアウトソーシング、更には知識型社会としての発
展に他ならない。インドは豊富な若年層の存在に加え、高等教育機関の拡大も着実に推
進している。しかし、そのインドですら世界規模で優秀な人材を確保しようとする動き
を見せていることに対し、我々はもっと目を向けるべきだろう。
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　 本文は p.21 へ
海外における深海有人潜水船の
開発動向と我が国の進むべき道
　有人潜水船によって、現在、世界の海底の 99％が研究調査可能となっている。大深
度有人潜水船は、我が国では（独）海洋研究開発機構が「しんかい 6500」（最大潜航深度
6500m）を運用しており、他に、米国ウッズホール海洋研究所 WHOI のアルビン（同
4500m）、フランス国立海洋開発研究所 IFREMER のノチール（同 6000 ｍ）、ロシア
のミール２隻（同 6000m）が運用されている。我が国の「しんかい 6500」は、1990 年
６月の初潜航以来、世界最深の潜航能力を活かしてさまざまな成果をあげてきており、
2007 年３月には通算 1000 回の潜航を達成している。
　米国では初代潜水船アルビンが 1964 年に進水して以来、4000 回以上の潜航を行っ
ており、2005 年 10 月より、代替の新有人潜水船（最大潜航深度 6500m）の建造が開
始された。6500m までの下降時間は 2.5H とされ、浮力材・耐圧穀・動力源・浮力調
整システムなどの重要技術を大幅に改良し、科学研究への運用は 2010 年を目標にして
いる。この建造をめぐっては、無人探査機を推進するグループとのあいだで大きな議論
があったが、有人潜水船・無人探査機が共に必要であるということで折り合い、建造さ
れることになった。また、中国も深度で世界一を目指す 7000 ｍ級有人潜水船の建造を
開始した。軍事や海底資源の確保にイニシアティブをとりたいという意思を反映してい
ると考えられる。中国には大深度有人潜水船の基盤技術はほとんどないが、中核技術で
ある耐圧球殻と浮力材は外国から購入し、組み立てとその他の技術を自主開発していく
としている。2008 年の竣工を目指し、7000m 級としての安全信頼性の技術をどのよ
うに確立していくのかが注目される。
　有人潜水船の調査の目的には、地球の成り立ちの解明、生物の進化の解明、深海生物
の利用と保全、熱と物質の循環の解明などの分野がある。今後も深海科学技術をリードし、
科学者に最先端の調査研究ツールを提供するとともに、大深度有人潜水船と関連する技
術を維持発展させていかなければならない。我が国の「しんかい 6500」は建造以来 20 年
が経過しており、部分的な機能向上を図ってきたものの、科学者の要求にこたえるため
にはさまざまの新技術を採り入れた次代の有人潜水船を検討する時期に来ている。これ
まで大深度における海底・海中の調査研究で世界をリードしてきた我が国としては、高
速潜行浮上、任意深度の中層潜航、長時間潜航を可能とし、無人探査機とのコラボレーショ
ンによって安全で効率的な調査が可能となるシステムを、第三世代の有人潜水船として
開発していくべきであろう。
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本文は p.36 へ
消防防災に関する科学技術動向
―消防防災領域でのイノベーションを目指して―
　近年の住宅火災死者の急増傾向など、かつて安全と言われた我が国の多くの場面で劣
化や不安全化が進展している。また、都市部開発の再開発などによる新たな過密都市空
間の登場など、社会の安全・安心を脅かす要因が増加している。第３期科学技術基本計
画において「安全・安心な社会の実現」は大きな柱の一つとされており、その一翼を担
う「消防防災の科学技術」についても分野別推進戦略の重点研究課題として取り上げら
れている。科学技術の成果の活用は、法令基準への反映など潜在危険の発掘や安全基準
策定等の災害予防と、消防用装備の高度化など災害発生後の対応の両面の視点が必要で
ある。これまでのところ、法令基準に活用する努力は一定の成果を上げているものの、
具体的な消防活動など事後対応への成果の導入は必ずしも十分とは言えない。限られた
研究資源のなかでは課題の選択と研究資源の集中が必要であり、これまで以上に研究成
果が具体的に社会に還元されるための施策も求められている。
　消防防災に関する研究開発部門を有する地方自治体消防機関は全国で 9 機関あり、研
究費の総計は約１億円である。消防装備・資機材等の改良、改造等現場に密着した技術
開発や応用研究、火災原因究明のための調査、分析、試験等が行われている。一方、国
においては 2006 年 4 月に総務省消防庁に消防技術政策室が新設され、消防庁および消
防研究センターにおいて、緊急消防援助隊の装備開発、地震等大規模自然災害対応情報
システム、過密都市空間での火災進展等を予測する手法の確立など、全国共通の課題に
ついて産学官共同の研究開発が行われている。特に出口を意識した課題としては、省庁
連携と産学官連携により、ナノテク消防防護服の開発、ヘリコプターと通信衛星との直
接交信技術の導入配備、偵察・支援ロボットの配備などが試みられている。
　今後、研究開発の成果が消防防災の活動現場で使用されるためには「調達までを見越
した仕組み」をイメージすることが重要である。消防防災における科学技術に特有のイ
ノベーション阻害要因としては、全国消防予算の中でも装備費は 10% 以下と市場規模
が小さいうえに、800 弱もある消防本部が個別に資機材調達を行っていることが挙げら
れる。このような問題を解決するには、国と地方の連携が重要であり、国が主導する標
準仕様策定や共同購入の導入などの施策が有効であると考えられる。また、研究開発成
果を社会のイノベーションに繋げるためには、研究成果の価値を客観的に理解し、評価
と説明ができる科学技術コーディネーターの存在が重要であり、今後、その育成施策も
鍵になると考えられる。
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　極微小領域に、光を長く、かつ強く閉じ込める
ことを可能とするナノスケールの大きさの光共振
器は、光を蓄えたり、光と物質との相互作用を増
大させるといった機能をもち、光を用いた量子演
算など次世代の光科学の進展にとって重要な役割
を演ずることが期待されている。しかしながら、
このような極微な光共振器は、その大きさが小さ
くなればなるほど、その大きさに反比例して、光
の閉じ込め効率が悪化することが知られている。
これは、共振器内での光の反射回数が、大きさが
小さくなるにつれて増加し、全体として反射ロス
が大きくなるためである。このため、光の閉じ込
め効率が、原理的に良くなることが知られている
フォトニック結晶を用いて、ナノスケールの大き
さの光共振器を作製する試みが、世界的に行われ
てきた。フォトニック結晶とは、光の波長と同程
度の周期的な屈折率分布をもつ構造を指し、その
周期構造に欠陥を導入することによって、その部
分に光共振器の機能をもたすことが可能である。
　2007 年８月、京都大学と（独）科学技術振興機構
は、2 次元スラブ構造と呼ばれるフォトニック結
晶に基づく光共振器の特性向上を図り、構造の最
適化と構造揺らぎの低減によって、光閉じ込め効
率の指標となる Q 値 (Quality Factor) として、200
万を実現した。この値は、極微なナノスケールの
大きさの共振器としては、世界最高であり、2000
年頃の値 400 程度に比べて長足に進歩したことが
分かる。また、この値は、光を共振器内部に 2ns
もの時間蓄えておけることに対応し、この値は、
光を極微小領域に蓄えておくことが可能な光メモ
リーチップの実現に初めて見通しを付けるもので
ある。
　作製したフォトニック結晶光共振器は、図表に
示すように、Si スラブに周期的な孔を形成し、孔
を一列だけ除いたもので、その周期を周辺から中
心に向かって 410nm から 420nm と少しずつ変化
することにより、その中心部分に光を閉じ込めた
ものである。このように、徐々に周期を変えるこ
とにより、大きな Q 値が得られることは、京都大
学で見出したもので、今回、構造揺らぎの Q 値に
与える影響を詳細に検討し、揺らぎに強い最適構
造の採用とナノメートルスケールの加工技術の更
なる改善によって、Q 値の大幅な増加を達成した
ものである。
　今回の結果は、光を極微小領域に蓄えておくこ
とが可能な光メモリーチップの実現や、光と物質
との相互作用の増大を利用した量子演算素子の作
製へ展開できると期待されている。なお、本研究は、
（独）科学技術振興機構が進めている戦略的創造研究
推進事業 (CREST) と文部科学省プログラムとして
行われたものである。
 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　極微小領域に、光を長く、かつ強く閉じ込めることを可能とするナノスケールの光共振器は、光を蓄えた
り、光と物質との相互作用を増大させるといった機能をもち、次世代の光科学の進展にとって重要な役割を
果たすと考えられている。2007 年 8 月、京都大学と（独）科学技術振興機構は、フォトニック結晶を用いて、
ナノスケールでの世界最高の光閉じ込め効率をもつ光共振器を実現させた。ナノスケールの光共振器開発は
世界的に行われているが、今回、２次元スラブ構造と呼ばれるフォトニック結晶に基づく光共振器の特性向
上を図り、構造の最適化と構造揺らぎの低減により、光閉じ込め効率の指標となる Q 値 (Quality Factor) と
して、200 万を達成した。この値は、光を極微小領域に蓄えておくことが可能な光メモリーチップの実現に
初めて見通しを付けるものであり、今後の光と物質との相互作用の増大を利用した量子演算素子の作製へ
の展開も期待される。
参　考 1) プレスリリース
http://www.kyoto-u.ac.jp/notice/05_news/documents/070802_1.htm
 2) S. Noda et al. Nature Photonics 1, 449 - 458 (2007)
トピックス1　ナノスケ ルーで世界最高の光閉じ込め効率をもつ光共振器を実現
作製したフォトニック結晶光共振器の電子顕微鏡写真
提供：京都大学派
光共振器部分
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　自動車や工場、火力発電所などから発生する窒
素酸化物（NOx）は、大気汚染物質であることから、
現在は主に触媒などを利用して浄化されている。
　この度、広島大学と（独）日本原子力研究開発機
構（以下、原子力機構）の研究チームは、イオンビー
ム育種（イオンビームを植物に照射して突然変異
を誘発する品種改良手法）によって、二酸化窒素
（NO2）の吸収能と代謝能を高めたヒメイタビの育
種に成功した。ヒメイタビ（図表1）は、数あるつる
性常緑樹のなかでも比較的容易に培養でき、本州
以南に広く分布し壁面緑化に適した植物である。
また、比較的高い大気浄化能（70種の樹木の中で4
番目）をもっている。
　実験は、原子力機構のイオン照射研究施設
「TIARA」にて、ヒメイタビに炭素イオンビームを
１分間照射した25,000株のなかから生育のよい約
500株を選び、実施した。この実験試料を都市大気
中の10～20倍の濃度に相当する1ppmのNO2中に
8時間暴露し、葉に取り込まれた全窒素量と体内で
代謝された有機窒素量を抽出した。NO2由来の窒
素を定量的に親株と比較したところ、親ヒメイタ
ビに比べてNO2吸収／代謝能が1.4～1.8倍に向上
した突然変異株を確認した（図表２）。これまでも
イオンビーム育種が植物の形質の向上に有効な育
種法であることは知られていたが、植物の大気浄
化能の向上を目的にイオンビームを用いたこと、
また、NO2吸収能を定量化するだけではなく、代謝
能まで定量化したのも今回が初めてである。この
突然変異株を挿し木で増殖した場合も同様のNO2
吸収／代謝能をもつヒメイタビが得られ、形質の
安定性が確認できたことから、研究チームはこの
 環境分野 TOPICS Environmental Science
　広島大学と (独) 日本原子力研究開発機構の研究チームは、イオンビームを植物に照射して突然変異を
誘発する品種改良手法「イオンビーム育種」によって、二酸化窒素（NO2) の吸収と代謝能を高めたヒメイ
タビの育種に成功した。建物壁面などに生育するつる性植物のヒメイタビは、比較的高い大気浄化能を
持つ。同機構にあるイオン照射研究施設「TIARA」にて炭素イオンビームを１分間照射したヒメイタビ群
から、大気浄化能が１．４～１．８倍向上した変異ヒメイタビ株を発見した。形質の安定性も確認でき、研
究チームは「KNOX」（仮称）と名付け品種登録を出願した。今回得られた変異ヒメイタビが全国に普及
することによって、植物による環境浄化だけではなく、都市のヒートアイランド現象などの緩和対策とし
ても効果が期待できる。
トピックス2　イオンビ ムーによって大気浄化能が向上した植物育種の開発
ヒメイタビを｢KNOX」（仮称）と名付け、品種登録
を出願した。
　ヒメイタビは、その形状から壁や屋上への設置
も容易である。今回の実験で得られたヒメイタビ
の突然変異株（KNOX 株）を、高速道路の壁面に
設置することによってファイトレメディエーショ
ン（Phytoremediation: 植物による環境浄化）効
果が得られるだけではなく、環境緑化や大都市部
のヒートアイランド現象などの緩和対策としても
使用できることから、普及が望まれる。
参　考
1)　広島大学、（独）日本原子力研究開発機構プレスリース
http://www.jaea.go.jp/02/press2007/p07080201/index.html
2)　特集：イオンビーム育種研究の最前線　イオンビーム育種技術の開発と特徴 , 田中淳 , 放射線と産業 ,No.99,4-10p,2003
図表２　植物に取り込まれた二酸化窒素由来窒素の定量
図表１　壁面を覆うヒメイタビ（左：全体図　右：拡大図）
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出典：参考文献１）
葉に取り込まれた
全窒素量
植物体内で代謝された
有機窒素量
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　現在使用されている液体分離膜は、その孔径が
広い範囲で分布しており、ろ過される分子の寸法
に比較して1000倍以上も厚いため分離性能が低
い。これらの欠点を補うためには、10nm以下の膜
厚を有する分離膜が作製できれば飛躍的に高分子
の分離性能の向上が期待できるが、いまだ、数μm
の膜厚のものしか開発されていない。さらに、ナノ
スケールの膜厚を有する分離膜は脆くなり、作製
プロセスも複雑になる問題があった。
　米国ロチェスター大学の研究者らは、従来のシ
リコン半導体プロセス技術を応用して、安価で製
造可能な、ナノ多結晶から構成される液体分離膜
を開発した。この膜は孔径分布が 3 ～ 25nm の
範囲に制御された多孔質シリコンの薄膜（膜厚約
15nm）である。作製プロセスは、最初に、シリコン・
ウエハの両面に厚さが 500nm のシリカ層を熱処理
により堆積させた後に下面シリカ層を部分的に除
去し、さらに、上面のシリカ層に非晶質シリコン
層とシリカ層をスパッタリングにより堆積させた。
続いて、急速加熱処理、化学エッチングによるシ
リカ層やシリコン・ウエハの部分除去などの処理
を順次行い、最終的にナノ多孔質を有するシリコ
ンの薄膜を作製した（図表 1）。このナノ多孔質シ
リコン薄膜作製プロセスの大きな特徴は、急激な
加熱処理をして厚さ15nm の非晶質シリコン層に
ナノサイズの結晶を成長させる過程において結晶
間に空隙を自発的に発生させてナノ気孔に成長さ
せ、薄膜全体にこれらの気孔を分布させるところ
にある。これらのナノ気孔の大きさは加熱温度に
よって制御可能である。
　自由な蛍光色素注 1）と、この蛍光色素で標識さ
れた牛血清中のタンパク質（BSA）注 2）を混合した
水溶液を、3 ～ 15nm の孔径分布を有するナノ多
孔質シリコン薄膜でろ過したところ、BSA をほぼ
完全に分離できた。また、この薄膜の蛍光色素の
 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　液体を高分子レベルで分離できる、膜厚がナノスケールの分離膜の開発が期待されている。現在の
分離膜は、その孔径が広い範囲に分布しているほか、膜の厚さがろ過する分子の大きさに対して1000
倍以上もあるため、分離性能が低い。また、ナノスケールの膜を作ることができたとしても膜自体が
脆くなり、その作製プロセスも複雑になる問題があった。米国ロチェスター大学の研究者らは、従来
のシリコン半導体プロセス技術を応用して、ナノ多結晶から構成される、孔径分布が3 ～ 25nm の範
囲に制御された多孔質シリコンの薄膜（膜厚約15nm）を用いた液体分離膜を開発した。この薄膜の
蛍光色素の透過量は、従来のセルロースを用いた分離膜と比較して約10倍多い。また、この膜の強度
は各種液体分離の際の圧力（～１atm）に充分に耐えることができ、比較的広い面積の薄膜作製も原理的
に可能である。透析などの医療への応用や、海水淡水化膜などへの幅広い工業的応用が期待されている。
トピックス3　ナノ結晶化を応用した多孔質シリコン分離膜の特性向上
透過量は、従来のセルロースを用いた分離膜と比
較して約 10 倍多かった（図表 2）。
　今回開発した薄膜は一辺が数 100μm 程度の矩
形状のものであるが、膜強度は各種液体分離の際
の圧力（～ 1atm）に充分に耐えることができ、原理
的に比較的広い面積の薄膜作製も可能である。透
析などの医療への応用や、海水淡水化膜などの幅
広い工業的応用が期待されている。
図表２　ナノ多孔質シリコン薄膜の高分子分離特性
図表１　ナノ多孔質シリコン薄膜の作製プロセス
（図表 1、2 は参考文献から再構成）
注１　蛍光色素：Alexa Dye（分子量1K、分子径1nm）
注 ２　BSA：Bovine Serum Albumin（ 分 子 量 67K、
分子径 6.8nm）
参　考
C. C. Striemer, et al., nature, Vol.445/15, p.749 
(2007)
・下面シリカ層の部分除去
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（非晶質シリコン層のナノ結晶化とナノ多孔生成）
・エッチング処理
（シリコン・ウエハの部分除去、シリカ層の除去）
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　火山の地下構造を把握することは、火山活動に
伴う様々な現象の解明と噴火予知に大きく貢献す
る。地下構造探査には、主に人工地震や比抵抗を
用いた構造探査などが実施されているが、経費や
実施体制などで探査が困難な状況の場合もある。
　東京大学地震研究所の田中宏幸特別研究員らの
グループは、火山体内部の宇宙線ミューオンラジ
オグラフィーの研究を目的として、エマルション
クラウドチェンバー注１）を用いた持ち運び可能な
粒子線測定装置を開発した。これは名古屋大学大
学院理学研究科の中野敏行助教らが開発した原子
核写真乾板の自動読み取り技術を使用している。
この測定装置により浅間山を透過したミューオン
を捉え、釜山内部の密度分布を求め、この密度分
布より火山体内部の岩層分布を推定した。本研究
成果は Nature 誌 2007 年 5 月 24 日号のハイライ
ト研究コーナーで紹介された。
　ミューオンは物質を構成する素粒子の一つで、
宇宙から地球に飛来する原子核（一次宇宙線）と
大気中の原子核との反応により生成される。ミュー
オンは、絶え間なく地上に降り注いでいる。エネ
ルギーは数 GeV から数 TeV 程度の範囲で、エネ
ルギーの大きさ毎にどれくらい存在するかがこれ
までの研究からわかっている。
　１TeV のミューオンは厚さ約 1,200 ｍの岩盤を
透過することができる。ミューオンの透過数は、
マグマや岩盤が厚いほど減り、薄い岩盤や空洞で
はあまり減らない。そこでミューオン吸収量を飛
来方向毎に調べることによって、透過経路に沿っ
た火山内部の密度を求めることができ、山体の内
部構造、マグマの状態などを透視イメージにする
ことができる。
　ここでは、4000 ㎝2 の原子核写真乾板という宇
宙線に感光する特殊な写真フィルムを使用してい
る。このフィルムはミューオンの飛来方向を精度
良く測ることができ、安価で軽量のうえ、測定動
力を必要としない。
　田中研究員らは、2006 年 8 月から 10 月まで浅
 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　東京大学地震研究所の田中宏幸特別研究員らのグループは、宇宙線ミュー オンによる火山体内部の透過
像撮影を目的とし、原子核写真乾板の読み取り技術を応用した持ち運び可能な粒子線測定装置を開発した。
さらに、浅間山を透過したミュー オンを捉え、得られた透過像から火山体内部の岩層分布を推定し、2004
年 9 月の噴火により火口底に残った溶岩のフタや、その下の空洞状マグマの通り道などをイメージにしたリア
ルタイム測定に向け、宇宙線ミュー オンデジタル透過像撮影技術の開発も進められている。また、この技
術は、鉄筋コンクリ トー構造物の内部状況を透過確認する装置など、一般産業機器への応用も期待される。
トピックス4　宇宙線ミューオンによる火山体内部の透視イメージング
間山の中腹に、この測定装置を設置し、浅間山を
透過して水平方向から飛来するミューオンを観測
した。回収したフィルムを現像して、ミューオン
の飛跡を解析した結果、2004 年 9 月の噴火によっ
て火口底に残った高密度なかさぶた状の溶岩のフ
タや、その下の空洞状のマグマの通り道などがイ
メージできた（図表２）。昭和新山においても同様
のイメージングを進めた。
　また、リアルタイム測定に向けて、宇宙線ミュー
オンデジタル透過像撮影技術注２）の開発も進めら
れており、成功すれば噴火予知の研究に役立つこ
とが期待される。さらに、この技術は、鉄筋コン
クリート構造物の内部状況を透過確認する装置な
ど、一般産業機器への応用も期待される。
図表１　火山体をミューオンが透過するイメージ
図表２　ミューオンの浅間山透過イメージ
提供：東京大学地震研究所　田中宏幸特別研究員
図１  
  
図２ 
注１：
注２：
宇宙線ミューオンによる火山体内部の透視イメージング
注１：写真感光材（原子核乾板など）と金属板（鉄板など）
を組み合わせた構造で、宇宙線の軌跡をとらえる装置
注２：ミューオンの透過情報を電子変換し、その情報
を研究室等の解析装置にオンラインで接続してリアル
タイムで解析するためのミューオンイメージング装置
ミューオン
写真乾板
（表紙カラー図参照）
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　2007年7月、大成建設㈱ＪＶ（共同企業体）は、トル
コ共和国イスタンブール市内のボスポラス海峡横
断鉄道トンネル建設工事において、沈埋工法注１）と
しては世界最深度の44.5mの海底において函体水圧
接合注２）を成功させた。これまでの世界最深度記録
は、米国サンフランシスコ湾にあるBARTトンネル
工事で施工した40.5mであった。
　イスタンブール市はボスポラス海峡を挟んでア
ジアとヨーロッパを結ぶ交通の要衝に位置し、商
業・貿易の中心であるとともに、人口約1,200万人
を擁す都市（図表１）である。市内の旅客輸送手段は
道路、鉄道、フェリーであり、輸送量の90％以上は道
路輸送が占め、都市中心部では慢性的な交通渋滞の
発生と、それに伴う排気ガスによる大気汚染などが
深刻な問題となっている。トルコ共和国政府は、こ
のような状況を改善し、さらなる人口増加による都
市交通機能等の低下にも対応するため、ヨーロッパ
とアジアの２大陸を分断しているボスポラス海峡
の海底トンネルを計画した。市中心部を東西に結ぶ
全長13.6kmのボスポラス海峡横断地下鉄整備事業
が事業化され、大成建設㈱ＪＶは2004年8月から工
事を開始している。
　今回の工事は（図表２）、陸上でトンネルとな
る鉄筋コンクリート製の函体（最大長 135m、幅
15.3m、高さ 8.6m）を製作して、海峡区間 1.4km
部分のアジア側に曳航し、海底にあらかじめ掘っ
ておいた溝に沈めて函体を繋いだ。
　ボスポラス海峡は、世界有数の流速の早い海峡
であり（最大約 5 ﾉｯﾄ）、潮止まりがなく、しかも塩
分濃度の違いにより黒海側（表層流）とマルマラ海
側（底層流）の逆向きの二層流が流れている、とい
う複雑な流況を示す海峡である。函体を沈設する
方法では、設定流速 3 ﾉｯﾄ以上の流れが発生した場
合、係留システムの障害や施工精度の悪化が懸念
される。大成建設㈱は１年間にわたる流況モニタ
リングを行い、気圧や風速、水位などによって流
況がどのように変化をするかを 48 時間先まで短時
間に潮流変化を予測できる「流況予報システム」を
 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　2007 年 7月、大成建設㈱ＪＶは、トルコ共和国イスタンブー ル市内のボスポラス海峡横断鉄道トンネル
建設工事において、沈埋工法としては世界最深度の44.5mの海底において函体水圧接合を成功させた。こ
の工法は、トンネルとなる鉄筋コンクリ トー製の函体を、海底にあらかじめ掘っておいた溝に沈めて接合する。
ボスポラス海峡は、流れが速く、複雑な流況を示す海峡であるが、大成建設は、短時間に潮流変化を予測
できる「流況予報システム」を新たに開発し、GPS、マルチファンビー ム、超音波端面探査装置などの最新
技術も活用した。最深部では水深約60mでの施工が予定されており、さらに世界最深度の記録更新を図る
ことになる。
トピックス 5　ボスポラス海峡横断トンネルの世界最深度での函体水圧接合
新たに開発し、安全かつ確実な施工を可能とした。
また、海中での函体位置や海底地形確認のために、
GPS やマルチファンビーム注３）などの最新技術を
活用して函体を沈めている。また、既設函体との
隣接には、超音波端面探査装置で正確な位置測定
を行いながら工事を進めている。最深部では水深
約 60m での施工が予定されており、さらに世界最
深度の記録更新を図ることになる。
注１：トンネルを複数に分割した函体を陸上で製作し、
海底（河底）に沈めて接合することによりトンネルを
構築する工法
注２：函体同士を接合する際、函体の端面間に挟まれ
た部位の排水をすることで、函体同士が水圧により引
き寄せられ接合する方法
注３：水中に超音波を扇型に放射し、観深船の直下を
中心に 90度 (1.5 度× 60方向 )の範囲の水深を同時に
測定する。観深船の移動に伴って、海底面の高精度 3
次元地形測量が可能となる
図表１　位置図
図表２　接合位置断面図
提供：大成建設㈱ 
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科学技術動向研究
ＩＴを基盤としたインドの産業発展と
知識型社会を目指した人材育成の動き
 竹内　寛爾 野村　稔 
情報通信ユニット
1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　18 世紀には蒸気機関が産業革
命をもたらしたといわれている
が、その動力は、石炭、石油のよ
うな化石燃料であった。しかし時
代を経て、社会の変革をもたらす
動力は化石燃料ではなく、知識
（knowledge）へと変化しつつあ
る。世界の知識供給源となる戦略
を打ち立て、次世代における競争
力の優位性を確保しようとする動
きを見せているのが、同じアジア
に属するインドである。
　BRICs の一角をなすインドは、
経済自由化、IT 関連産業の発展
を通じて急激な経済成長を遂げつ
つあり、国際的に存在感が急速
に高まってきている。2032 年頃
に、インドが世界第３位の経済
大国に躍り出るという予測があ
る 1）。また、2006 年にまとめら
れた BRICs 諸国をはじめとする
急成長地域に本拠を置く新興企業
100 社を調べた報告書 2）による
と、既にインド企業は 21 社にの
ぼり、そのうち７社が、「技術力を
世界のイノベーションに発展させ
た企業」に分類された。インドの
潜在能力はすでに世界が認めると
ころである。
　少子化問題を抱える我が国とは
対照的に、インドは人口 11 億人
に対し、次世代を担う 25 歳以下
の若年層の割合が 50% を超える。
豊富な労働力に加え、世界最大の
民主主義国家であること、高い英
語能力、安価な労働賃金が競争優
位の源泉といわれている。しかし、
これら以上に最も重要と考えられ
る点は、高い能力を備える人材を
持続的に輩出するシステムを備え
ようとしている点である。
　インドと我が国の関係を科学技
術の視点でみると、1985 年には
日印科学技術協力協定が締結さ
れたが、それ以降、両国の関係
に目立った動きはなかった。し
かし、ここ数年、両国首脳の訪問が
相次いで実現した。2007 年８月
には内閣総理大臣がインドを訪
問し、「新次元における日印戦略
的グローバル・パートナーシップ
のロードマップに関する共同声
明」が出され、両国の科学技術分
野（情報通信技術、ナノテクノロ
ジー、生命科学、宇宙）における
協力の枠組みが再確認された。ま
た、2006 年 12 月には生命科学
の分野で（独）理化学研究所とイン
ド科学技術省との科学技術協力覚
書が締結されるなど、従来から一
歩踏み込んだ関係も構築されつつ
ある。このように両国の関係は急
速に深まりつつある。
　このような背景を踏まえて、本
稿では、インドにおける IT 分野
の発展を概観した後、IT との親
和性が高く、かつ巨大な潜在市場
を創出する可能性を秘めているバ
イオインフォマティクスの動きを
まとめる。さらに、知識型社会を
目指すインドにとって、持続的発
展を支えるのに欠かせない人材に
対する取り組みが、産学官の様々
なレベルで実行されていることに
ついて述べる。
2  インドの IT産業 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
２‐１
ソフトウェア産業の強さ
　インドの躍進を支えているの
はソフトウェアを中心とする
IT-BPO（IT 及び業務プロセスア
ウトソーシング：IT 産業）注１）
である。そのうちハードウェア関
連は産業全体のわずか 20% 足ら
ずであり、残り全てはソフトウェ
ア及びサービス関連が占める。イ
注１ インド・ソフトウェア・サー
ビス企業協会(NASSCOM)の定義
によれば、IT services、BPO(Business 
Process Outsourcing)、Engineering 
Services and R&D,Software Products、
Hardware領域全てを含む産業。本稿
ではIT産業とほぼ同意とする。
■ 用 語 説 明 ■
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図表２　インドのソフトウェア業務形態の変遷
ンドは世界のソフトウェア大国に
成長した。
　図表１はインドIT産業の市場規
模と対GDP比の推移を示してい
る。IT産業の市場全体が成長を遂
げているが、特に輸出向けに注目
すると、1998年度の18億ドルか
ら2007年度にはおよそ18倍とな
る319億ドル規模に達する見込み
である３）。これは全世界における
IT-BPOのオフショア（海外への
業務委託）のおよそ６割に相当す
る。その結果、2007年度にはIT産
業は対GDP比で5.4%を占めるも
のと予想されている3）。
　特にハードウェアを除いたソフ
トウェア及びサービスは年率 30%
以上の勢いで成長し、その約 80%
が輸出され、インド最大の輸出産
業となっている。2006 年度の輸
出内訳は、米国向けが 67%、欧州
向けが 25%（英国が15%）であり、
輸出相手のほとんどは英語圏であ
る。日本向けはわずか 1.5% にす
ぎない４）。ハードウェアを除い
たソフトウェア及びサービス分
野において、高度な専門性を持っ
た人材の直接雇用数は、1998 年
度 の 19 万 人 か ら 2007 年 度 に
は 163 万人に達する見込みであ
る 3）。直接雇用以外にも裾野の雇
用人数を考慮する必要はあるもの
の、人口のわずか 0.2% 以下の人々
によって GDP の 5.4% が創出され
ている計算である。
　現在のソフトウェアおよびサー
ビスの内訳は、欧米からの業務ア
ウトソーシングが主流で、カスタ
ムアプリケーション開発、アプリ
ケーション管理を行なう IT サー
ビス、次いでコールセンターなど
の顧客対応、財務会計、人事管理
など IT を用いたバックオフィス
業務である。
　インドのソフトウェア業務形
態は時代とともに変化し、大きく
４つのフェーズに分類することが
できる（図表２）。1995年頃までは
主として欧米企業の下請けが専門
で、その魅力は低コストであった
（Phase I）。しかし2000年頃にな
ると、ただ単に安いだけではなく
品質、生産性の高さが認知され、単
なる下請けから開発業務が増加し
た（Phase II）。2005年頃になると、
コスト、品質、生産性に加え、顧客
データのようなセキュリティの高
い情報を扱う業務に対しても安
心して発注できる信頼を得るの
と同時に、これまでは依頼元企業
に出向くオンサイトの業務形態か
らインド国内でソフトウェア開発
業務を行なうオフショアが主流に
なってきた（Phase III）。これは開
発オーバーヘッド費用を削減する
とともに、インド企業がクライア
ントから信頼を得た証拠でもあっ
た。業務形態の変化に同期して、
2000年ごろを境に国内向けと輸
出向けの反転がみられる（図表1）。
そして、2005年以降、例えば多国
籍企業の世界各国の支店システム
を統一するような世界規模の大型
システム開発の受注が増加するな
科学技術動向研究センターにて作成
図表１　インド IT 産業の市場規模と対 GDP 比の推移（*2007 年度は推定値）
※ ハードウェアを含む。各 Phase は図表２に対応。
出典 : 参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
年代 発展段階 業務形態 主な業務場所 備考
1985-1995 Phase I 欧米企業の下請け オンサイト 低コストが魅力
1995-2000 Phase II 下請けから開発業務へ オンサイト
品質、 生産性も認知され
る
2000-2005 Phase III セキュリティの高い開発も オフショア
セキュリティの高さも認知
される
2005 ～ Phase IV グローバルな開発へ オフショア
コスト、 生産性、 品質、
セキュリティに加え、 イノ
ベーションが期待される
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ど、インド企業が担う役割の重要
性が高まりつつある（Phase IV）。
　今後も成長基調はしばらく続く
とみられ、2010 年には IT 産業の
輸出額が 600 億ドルを超えると
試算されている 4）。
　インド政府の現在の研究開発
投資額は欧米、中国に比べて非常
に少なく、インド情報通信省の
予算は他分野と比較してさらに
少ない。しかし、インドがアウト
ソーシングにより世界から研究
開発を受託することにより生じ
る市場は、2003年には13億ドル
であったが、2010年には91億ド
ル程度まで拡大すると予想され
ている５）。インド全体の研究開発
投資額は一見するとまだ少ない
が、ここ数年、エンジニアリングと
称するCAD/CAMを用いた構造解
析や組込みソフトウェア、あるい
は研究開発といった高度な委託業
務が増加傾向にあり、実質的に、海
外からの研究開発アウトソーシン
グがインドの研究開発を支援する
構図になっていることに留意する
必要がある。最近では、海外の大手
企業がインドを研究開発拠点と位
置づけ、知識業務プロセスをアウ
トソーシングする動きが目立って
きている（図表３）。
２‐２
IT産業発展に
影響を与えた米国指向
　インドがIT産業を目指した理
図表３　海外大手企業によるインド拠点への投資例
出典 : 参考文献 3) を基に科学技術動向研究センターにて作成
由は、選び抜いた結果ではなく、む
しろ消去法による選択だったよ
うである。
　1980年代当時のインドは、イン
フラが乏しく、主な国内産業とい
えば農業、鉄鋼業などしかなかっ
た。一方で、学ぶことに対しては尊
重される風土があり、特に数学を
基礎とする理工系のバックグラン
ドを持つ人材が数多くいた。ITは
大規模なインフラを必要とせず、
理工系人材を生かす数少ない選択
肢のひとつだったのである。加え
て、インド特有の国内事情がIT産
業への人材流動性を加速させる
こととなる。インドIT産業は当初
より、海外市場に焦点を当ててい
たため、実力主義が自然の流れで
あった。IT産業を志せば、従来固
定化されていた人生の規定路線か
ら脱却し、活躍できる機会を得る
ことにつながった。こうして優秀
な人材がごく自然にIT産業に集
中し、世界から高い評価を得て、今
日の発展につながっている。
　目覚しいIT産業の発展を遂げ
てきたインドは、今日に至るまで
常に米国をビジネスの対象とし
て指向してきたと言えるだろう。
前述のように、ソフトウェアおよ
びサービスの輸出のおよそ７割
が米国向けである。その背景に
は、両国とも英語を主要言語とし
ていること、米国で最先端のITあ
るいは学問を学ぶため、米国の大
学に多くのインド人学生が留学
したことが挙げられる。2006年、
米国に留学するインド人学生は
全体で76,000人に上り、米国から
見てインドは最大の留学生供給
国となっている６)。さらに、その
74%が大学院に在籍しており、イ
ンドの頭脳が、ソフトウェアに限
らず米国の最先端研究の多くを
担っている。
　留学生の多くは米国で仕事に就
き、努力の結果、やがて社会に受
け入れられ高い地位を得るに至っ
た７)。最近ではこれらの人材がイ
ンドへ帰国し、さらにインド国内
企業あるいは在印米国企業へと優
秀な人材の頭脳還流が起こってい
る。正確な数値の把握は難しい
が、2003 年から 2004 年の２年
間でインド系米国滞在者がインド
に戻ってきた推定人数は、１万人
から４万人に及ぶと言われている
８)。インドは低コストで労働力を
確保できることもさることなが
ら、優秀な人材が米国の生活、商
習慣、開発手法までをも身に付け
ていたことは、実際のビジネスを
進める上で米国企業にとって大き
な魅力となった。このような意味
で、インドと米国の関係は一層強
化されつつある。
　インドが米国を注視してい
る一例として、積極的なソフト
ウェア品質認定取得が挙げられ
る。米国ではソフトウェアの業
務委託時にCMM注２）(Capability 
Maturity Model： 能力成熟度モ
デル)をはじめとした、品質に関
する認証を重視する傾向がある。
CMMにおいて最も難易度が高い
とされるレベル５を取得してい
る企業は全世界で120社あるが、
そのうち90社をインド企業が取
企業名 投資期間と投資額
米 IBM 2006 ～ 2009 年に 60 億ドル
米 Microsoft 2005 ～ 2009 年に 17 億ドル
米 Cisco 2006 ～ 2009 年に 11 億ドル
米 Intel 10 億ドルの投資 ( インドベンチャーファンドへの投資 2.5 億ドルを含む )
独 SAP 2000 万ユーロ
米 Dell 2006-2009 年に 3000 万ドル
独 BOSCH 今後 3 年間に 2 億ドル
米 Boeing 整備関連施設に 1 億ドル、 シミュレータ等の訓練支援設備に 8500 万ドル以上
仏 EADS(Airbus) 今後 15 年間に 26 億ドル
注２ 能力成熟度モデル。ソフト
ウェア開発のベストプラクティス
を体系化・普及を目指し、米国国
防総省の支援を受け、米カーネギー
メロン大学にソフトウェア工学研
究所 (SEI) が設置され開発したも
の。プロジェクト組織が能力成熟
度別に５段階に規定されている。
■ 用 語 説 明 ■
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　バイオテクノロジー分野は、我
が国をはじめ欧米においても、積
極的な研究開発投資がなされてい
る。その中で、当該分野の基盤技
術と期待されているのが IT と親
和性の高いバイオインフォマティ
クスである。
　世界的なバイオテクノロジーの
潮流は、High Throughputと呼ば
れる網羅的なデータ計測が主流と
なり、得られるデータ量は膨大に
なってきている。それを計測・解析
するには、もはや人間の能力の限
得している。それ以外にも、インド
の多くの企業では、米国企業が外
国企業に業務委託する際に重視
する各種の品質認定も併せて取
得している(図表４)。これらの認
定取得が、そのままソフトウェア
の品質を保証するものであるか
という点に関しては様々な見解
があるが、少なくとも取得が困難
といわれている各種品質認定を
数多くのインド企業が取得して
いるのは事実であり、業務獲得の
助けとなっていることも事実で
あろう。
　上記の品質へのこだわりは一例
にすぎないが、インドが教育の面
でも、ビジネスの面でも常に米国
レベルを指向していたことが結
果的に世界に通用するレベルの
実力を身につけることとなった。
米国がインドに対して、世界基準
の実力を養成し、それがインドの
IT産業を発展させたのだと言い
換えることもできる。
3  IT産業の次を狙うバイオインフォマティクス 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
• 2年間で開発生産性を35% 向上
• 2年間で不具合を52% 低減
• 2年間でサービス依頼生産性を80% 改善
• 高い顧客満足度によるビジネス・リピート率 97%
• プロジェクトのスケジュール順守率92%
CMMI
PCMM
MBNQA
CFPM
BSC
CMM Level 5
ISO 9001
図表４　インド大手ソフトウェア企業における品質向上取り組みの事例
※ CMMI：能力成熟度モデル統合版、PCMM：人材能力成熟度モデル、MBNQA：
マルコム・ボルドリッジ国家品質賞、CFPM：クロス・ファンクショナル・プロ
セス・マッピング、BSC：バランススコアカード
界を遥かに超え、情報技術に頼ら
ざるを得ない領域に達している。
　バイオインフォマティクス（生
命情報科学）は、このような課題に
取り組むために、生物科学と情報科
学の境界に生まれた新しい科学技
術の学問分野である13）。事実、近年
では外部の膨大かつ多様なデータ
ベースを利用し、数学を応用した網
羅的な解析技術など、情報技術を駆
使することによって新たな知見が
得られる場面が急増している。
　図表５はバイオインフォマティ
クスが対象とする技術を生命情報
と応用・発展の軸で示している。
ポストゲノム時代に突入し、市場
化に至るにはより多くの生命情報
を取り扱わなければならない。生
命情報の増加に対し、シミュレー
ション技術（アルゴリズム等）、
データベース管理技術などの情報
技術がバイオロジーを支援する形
でバイオインフォマティクスの研
究が進められている。
　バイオインフォマティクスはバ
イオテクノロジーの基盤技術とし
出典 : 参考文献 14）を基に科学技術動向研究センターにて作成
生
命
情
報
応用・発展
システムバイオロジー
プロテオーム解析
発現タンパク同定
タンパク間相互作用解析
トランスクリプトーム解析
DNAチップ
マイクロアレイ解析
細胞シミュレーション
ゲノム解析
遺伝子領域予測
プロモーター予測 ゲノム比較 SNP解析
遺伝子ネットワーク推定
ドラックデザイン
ドッキングシミュレーション
RNA
タンパク質
ネットワーク
DNA
創薬 診断
食品 環境
データベース管理技術、データマイニング/人工知能、可視化技術、
シミュレーション技術 (アルゴリズム等)、ネットワーク技術 (グリッドコンピューティング等)
必要とされる
情報技術
期待される市場
治療
図表５　バイオインフォマティクスの対象技術
出典 : 参考文献９)
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て位置づけられ、創薬、診断、治
療などのライフサイエンス産業以
外にも、バイオ燃料、農業など広
範囲に適用される可能性があり、
その研究成果が生み出す潜在市場
の大きさは計り知れない。世界の
バイオインフォマティクス市場
は、2001 年の７億ドル程度から、
2010 年には 20 億ドル規模に達す
る 10，11）とみられており、この領
域は将来的な成長が期待できる。
　科学技術動向誌でも過去２回に
わたってバイオインフォマティ
クスの動向について報告してきた
が、いずれも対欧米の視点による
ものであった 12，13）。以降では、
まだ市場としての存在感は小さ
いが、IT 産業の強みを活用でき、
かつ将来的な成長が期待されてい
るインドのバイオインフォマティ
クスに注目し、その動向について
述べる。
３‐１
バイオインフォマティクス
への注力
　図表６は2004-05年のインド
バイオ産業のセグメント別シェ
ア と 輸 出 比 率 を 示 し て い る 。
2004-05年のインドにおけるバ
イオテクノロジー関連の市場規
模はおよそ11億ドルであった。セ
グメント別ではジェネリック医
薬品に代表されるBioPharmaが
大部分を占めていた。ジェネリッ
ク医薬品の市場規模は確かに大
きいが、この領域は特許の期限切
れを迎えた成分をいかに合成し、
かつ安価に提供するかが重要で、
科学技術に根ざした研究開発の
重みは少ない。他方、バイオイン
フォマティクスはセグメント別
のシェアは２%程度で小さいが、
国内向けが６割のBioPharmaと
は違い、輸出向けが大部分を占め
ることから、インドのバイオイン
フォマティクスの技術力は海外
市場で高く評価されているのが
わかる。
　このようにインドはバイオイン
フォマティクスが秘める潜在市場
の大きさと、高い国際競争力を有
するIT産業との親和性を強みと
して、バイオインフォマティクス
に注力し始めている。2002年から
2007年までの国家戦略を定めた
第10期５カ年計画においては、情
報技術分野でバイオインフォマ
ティクスの研究開発の必要性が説
かれ16）、現在策定中の第11期５カ
年計画のワーキンググループの
議論にもその重要性が強調され
ている17）。また、2002年に、ソフト
ウェア・サービス企業協会であ
るNASSCOM 注３）も、バイオイン
フォマティクスを今後のIT産業に
おける新興セクターのひとつと位
置づけている 18）。
　しかしながら、インドのバイオ
インフォマティクスはビジネス
としては緒についたばかりであ
る。まだ、市場規模は小さいなが
ら、2004年度の2,300万ドルから、
2006年度には3,300万ドルと年率
20%以上の成長を記録した15）。
３‐2
黎明期における取り組み
　インドにおけるバイオインフォ
マティクスは、1986 年頃のタン
パク質の構造解析の研究が始まり
だと言われている７）。これは、バ
イオインフォマティクスという
言葉が使われる 10 年前のことで
ある。インドは現代生物学にお
ける情報技術の重要性をいち早
く認識し、1986 年にバイオテク
ノロジー局の主導で国内主要研
BioAgri
7%
Bioinformatics
2%
BioIndustrial
7%
BioPharma
75%
BioServices
9%
輸出
72% 輸出
 41%
国内
59%
国内
28%
0%
20%
40%
60%
80%
100%
Bioinformatics BioPharma
売
上
内
訳
図表６　インドバイオ産業のセグメント別シェアと輸出比率 （2004-05）
出典 : 参考文献 15）を基に科学技術動向研究センターにて作成
（a） セグメント別シェア （売上高 11 億ドル） （b） 輸出比率
注３ インド・ソフトウェア・サー
ビス企業協会(National Association of 
Software and Service Companies)。
1,100社以上のメンバー企業(うち250
社は海外企業)からなる業界団体。
■ 用 語 説 明 ■
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究 機 関 を 結 ぶ ”Biotechnology 
Information System Network 
（BTISnet）”を開始した。このネッ
トワークは時代とともに拡張を
続け、現在も 61 研究機関を結び
研究者のトレーニングやシミュ
レーションなどに利用されてい
る。
　また早くも1987年にはプネ大
学において、バイオインフォマ
ティクスの修士コースが設置さ
れている。インドがこの時代にす
でにバイオインフォマティクス
の重要性に気づき、インフラが
十分とはいえなかっただろう環
境でネットワークを構築するだ
けでなく、人材育成にも力を入れ
ていたことは、驚くべきことであ
る。その後、各大学にも専門コー
スが設置されるようになるが、
1980年代当時、国内には当該分野
の市場はほとんどなく、当初から
海外に目を向けて人材育成をす
る姿勢があったと推測される。
３‐３
近年の研究動向
　早くからバイオインフォマティ
クス研究に注力した結果、現在欧
米のバイオインフォマティクス研
究の中心的あるいは指導的立場
に、多くのインド出身研究者が活
躍するに至っている 7）。
　インドにおけるバイオインフォ
マティクス研究の状況を把握す
るために、インド科学技術省バイ
オテクノロジー局（DBT）が管轄
する現在進行中のバイオ関連プ
ロジェクトのデータベース19）を
調査した。その結果、バイオイン
フォマティクスに関係するプロ
ジェクトは42件ある。公開されて
いるデータベースにはプロジェ
クト内容の記載がないためタイ
トルからの推測であることに留
意する必要があるが、ゲノム・タ
ンパク質の解析、タンパク質の構
造解析が半数程度を占め、次い
でデータベース作成・管理、創
薬・治療支援が多くみられる（図
表7）。研究機関別では、インド科
学大学院大学（IISc）、インド工科
大学（IIT）が５件ずつ、Centre for 
Cellular and Molecular Biology、
マドラス大学が３件ずつ採択さ
れている。
　バイオテクノロジー局は、こ
れらのプロジェクトの推進以外
にも５つの卓越した研究拠点
（COE）を選定し、バイオインフォ
マティクス研究を振興している
（図表８）。各研究機関にて最先端
のプログラムが実施されている
が、後述するように人材開発を取
り入れている点が注目される。
　この他、インド大手 IT ソフト
ウェア企業もバイオインフォマ
ティクスを次の成長分野として
捉え、自社内にバイオインフォマ
ティクス部門を設立する動きが
目立ってきている。
３‐４
バイオインフォマティクス
に特化した
スーパーコンピュータ施設
　時間の許す限り試行実験を実
行でき、さらに従来見落とされて
いた有益な結果までも拾い直す
ことが可能となる意味で、シミュ
レーションがもたらす効果は絶
大である。インドのバイオイン
フォマティクス研究においても
図表７　インド科学技術省バイオテクノロジー局が管轄する
　　　　バイオインフォマティクス関連プロジェクトの内訳
データベース
作成・管理
12%
創薬・治療支援
など
12%
細胞・代謝系
の解析
10%
ネットワーク
など
10%
検索システム
など
7%
計算機生物学
5%
ゲノム・タンパク
質の解析
25%
タンパク質の
構造解析
19%
科学技術動向研究センターにて作成
図表８　バイオインフォマティクス分野におけるインドの研究拠点
出典 : 参考文献 20, 21）を基に科学技術動向研究センターにて作成
拠点名 所在地 注力分野と特色
Bose Institute Kolkata
分子モデリングおよび遺伝子工学、 特にタンパ
ク質構造および結合解析、 ゲノム、 薬剤標的な
ど。
IISc Bangalore 構造バイオインフォマティクス、 分子設計など。
Jawaharlal Nehru UNIV. New Delhi
ゲノミクス。 計算機バイオロジーおよびバイオイ
ンフォマティクス分野の工学修士、 計算機バイ
オロジーの PhD プログラムを用意。 物理、 数学
など異分野のポスドクトレーニングコースがある。
Madurai Kamaraj UNIV. Madurai
遺伝子工学および構造バイオインフォマティクス。
人材開発トレーニングに特色。 海外との共同研
究が多い。
UNIV. of Pune Pune
計算生物学およびゲノミクス。
計算機、 通信インフラが充実。 ２大データバンク
AVIS、 VIRGEN を開発 ・ 設置。
ノ ・ タンパク質
　　の解析
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ＩＴを基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き
シミュレーション技術は重要な
技術として位置づけられている。
　特に、計算に要する処理時間が
極めて長い問題を扱う科学技術
においては、スーパーコンピュー
タがシミュレーションの鍵を握
る。しかし、インドでは日米でみ
られるような世界最先端のハー
ドウェア性能を追求する動きは
見えない。むしろ独自の計算アル
ゴリズムを開発し、ソフトウェア
の性能向上を目指した研究に力
点が置かれているようである。計
算の高速化には大規模な並列計
算が避けられず、ハードウェア単
体の高速化による性能の最大化
には限界があるため、並列処理に
よって能力を最大限に発揮する
計算アルゴリズムの開発が重要
である。数学、アルゴリズムに強
いとされるインドは、当該分野に
おいて高い競争力を有すると考
えられる。
　インド国内には科学技術計算
用としてのいくつかのスーパー
コンピュータが存在するが、バイ
オインフォマティクスに特化し
たスーパーコンピュータを持つ
２つの施設について述べる。
（1）C-DAC
（Center for Development of
 Advanced Computing）
　C-DAC はインド通信情報技術
省の情報技術部科学ソサエティ
として 1988 年に設立された先進
的情報通信技術を基盤とする研
究開発機関である。インドは日本、
米国、中国と同様に、自国で商用
スーパーコンピュータを開発し
ているが、C-DAC はその母体で
あり、PARAM というシリーズ
のスーパーコンピュータをライ
ンナップとして揃えている。
　2007年２月、C-DACは６ヶ月
以内に、新規にバイオインフォ
マティクスのアプリケーション
専用のスーパーコンピュータを
立ち上げることを発表した22）。
1.5TFLOPSの計算性能を目指し、
まずはインド国内の主要40研究
機関を結ぶゲノムグリッドとよば
れるネットワークに統合し、次い
で産業界とも接続し、相互利用す
る計画となっている。グリッドは、
物理的に離れた計算機システムを
ネットワークで結合して資源活用
するのに有効な手段である。この
仕組みを利用すれば、高価な計算
機システム、アプリケーション、膨
大なデータなどを多くの研究室、
大学で共用して利活用することが
可能になるため、コスト負担の削
減ができ、新たな研究者の参入障
壁を低くすることができる。
（２）SCFBio
（Supercomputing Facility
 for Bioinformatics &
 Computational Biology）
　SCFBio は 2002 年、バイオテ
クノロジー局など複数の機関か
らの資金援助を受け、インド工科
大学（IIT）デリー校に設立された。
目的は、ゲノム解析において今ま
でにない科学的な手法および新
規ソフトウェアの開発 23）にある。
シミュレーション結果よりも、む
しろその手法の研究に重心が置
かれている。このスーパーコン
ピュータは、米国製モジュールの
組合せで製作されており、計算性
能は 600GFLOPS である。開発
したバイオインフォマティクス
関連のソフトウェアおよびツー
ルの一部を公開している 24）。
4  産学官による人材育成の取り組み　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
４‐１
人材供給システム
　インドの急成長を支えている
のは高等教育を受けた工学系人
材である。図表９は、大学数お
よび高等教育機関の在籍者数の
年次推移を示している。インド
は、大学（University）と Diploma
の 学 位 を 授 与 す る college を
高等教育機関に分類している。
1986-87 年と比較して 2004-05 年
の大学数は倍以上となり、360
を超えた。college も大学数の伸
びと同様に増加しており、その
数は 2004-05 年時点で大学数の
図表９　大学数および高等教育機関在学者数の年次推移
出典 : 参考文献 26）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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およそ 40 倍以上の 16,000 校に
も上り、大学と college の二つ
を合わせた高等教育機関の在学
者数は 1,000 万人を超える。工
学系（理学は除く）に限定すると、
2007-08 年には 53 万人以上が
卒業する見込みで、そのうち 30
万人程度がコンピュータサイエ
ンス、電気電子、通信を専門と
する IT 技能者と推定される 25）。
世界の IT オフショア候補先と
みられている国々との比較では、
インドは２位中国の 2.5 倍の工
学系人材の供給量を有する （図表
10）。
　特に優秀な人材供給の源泉と
なっているのは、インド科学大
学院大学（IISc）、インド工科大学
（IIT）、インド情報技術大学（IIIT）
などのトップレベル大学である
が、これらの大学の卒業者数は
年間１万人程度にすぎない。こ
の他に、college と IT 関連の専
門学校が多数存在する。したがっ
て、インドの急激な発展を支え
る人材供給は、量的の大部分は
college および専門学校が担って
いると考えてよい。
　インドにおける高等教育機関
と産業界の人材整合性を調査し
た結果によると、IT 業界が求め
るスキルを身につけている即戦
力の割合は、技術系新卒の 25%、
college 卒業者のわずか 10% 程
度に留まると報告されている 28）。
このまま何の対策もとらなけれ
ば、2010 年 に は IT-BPO 関 係
で 230 万人の雇用に対し、50 万
人が不足する見込みである。人
材不足問題は IT を基盤とする
産業全体に波及するものであり、
IT を駆使するバイオインフォマ
ティクスにも影響が及ぶと考え
られる。
　即戦力の数字自体は、量的に
は比較的大きいと感じられるが、
それでもなおインドは少ないと
捉えており、人材不足の危険意
識の高さは日本よりも一段と高
ウェア・サービス企業協会であ
る NASSCOM は、IT 分 野 に お
いてアカデミアが供給する人材
と産業界が期待する人材像の
不 整 合 の 改 善にThe Pyramid 
Approach という考え方で取り
組んでいる。このアプローチは、
産業界が必須とするスキル別に
階層（図表 11）を設け、教育機
関のレベルに応じた技術を確実
に学ばせる試みである。将来の
必要とされるスキルを身につけ
る上位層、実務の中核を担うス
キルを身につける中間層、基礎
的な技術の修得を目指す基盤層
に分類し、IT 人材レベル全体の
底上げをはかり、産業界にとっ
て有益な人材プールを構築する
のが狙いである。
（ 1 ）上位層（ToP：Top of  the
　  Pyramid）の人材育成
　直近では必要とされないが、今
後２~ ３年後に必要とされるハイ
エンド技術（バイオインフォマ
ティクス、組込みソフトウェア、
製品アーキテクチャー、DSP、
VLSI、プログラムマネジメント
など）を身に付ける。インド人材
開発省は産業界の協力を仰ぎ、
今後数年間に、上記目的に則し
た研究機関としてインド情報技
術大学（IIIT）を 20 校新設する計
画である。まずは、2008 年まで
い。その理由のひとつには、従
来からの単なる業務アウトソー
シングに代わり、知識業務のア
ウトソーシングの移行を目指す
戦略が背景にあるからである。
インドに世界の先端知識を集積
することによって、知識型社会
へ変貌を遂げようとしているの
である。そのように考えれば、
人材不足は持続的な経済成長は
もとより、国際競争力を高めて
いく上で大きな障壁となるのは
明らかである。
　最近の動きとして、インド政
府は今後７年間に総額 320 億ド
ルをかけ、新たに８つのインド
工科大学（IIT）、７つのインド
経 営 大 学 院（IIM）、20 の イ ン
ド情報技術大学（IIIT）に加え、
370 校の college を設立する計画
を打ち立てており 29, 30）、高等教
育機関の拡充を図ろうとしてい
る。
　以下では、その他に現在まで
に実施されているインドの人材
育成に係わる産学官の取り組み
に焦点を当て、事例を示す。
４‐２
政府とNASSCOM
による取り組み
　教育政策を担当するインド
人 材 開 発 省 と イ ン ド・ ソ フ ト
図表 10　IT オフショア候補先における専門知識を有する人材割合 (2005)
出典 : 参考文献 27）を基に科学技術動向研究センターにて作成
インド
28%
中国
11%
ロシア
10%フィリピン8%
トルコ
7%
タイ
5%
ポーランド
4%
ブラジル
4%
その他
23%
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ＩＴを基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き
に５校を設立する予定である。
（２）中間層（MoP：Midd le  o f 
the Pyramid ）の人材育成
　現在、IT 産業で主流なスキル
として活用されているにもかか
わらず、学生への対応不足が目
立つスキルを確実に身に付けさ
せることを主眼としている。こ
の層は今後、最も人材不足に直
面することが予想されている。
具体的な施策として、インド人
材開発省と NASSCOM はアカデ
ミアに対して以下のプログラム
を実施している。
・学生評価基準の導入
業界標準の学生評価基準を導入
し、学生に自身の能力を理解さ
せる。また、企業側にとっては
学生の雇用適性を測る指標とし
て用いる。
・Finishing Schoolの導入
 （試行段階） 
工学系卒業生に対し、技術およ
びソフトウェアスキルを提供す
るプログラム。入社前に産業界
に特化した知識、スキル、マネ
ジメントなど IT 業界のコンサ
ルタントから訓練される機会が
提供される。企業側から即戦力
養成プログラムとして期待され
ているプログラムのひとつ。
2007 年５月から８週間程度、
IIT Roorkee 校を含む８機関に
より試行中。
・IT人材開発プログラムの実施
産業界とアカデミアのギャップ
を埋める施策として、ワーク
ショップ、トレーニングプログ
ラムなどを通じて相互理解の場
を提供。ファカルティトレーニ
ングワークショップあるいはサ
バティカルは、教員自身が現状
の教授方法や重要領域へのアプ
ローチに気づきを与える良い機
会となっている。
（3）基盤層（BoP： Base of the 
Pyramid ）の人材育成
　 ネ ッ ト ワ ー ク 技 術、 ハ ー ド
ウェアメンテナンスのような
基礎的な技術を身に付けること
を目的とする。訓練によって確
実に雇用可能な人材にするため
に 業界標準能力検定（NAC： 
NASSCOM’s Asses smen t 
Competence）を 実 施。 昨 年、
Rjasthan 州において NAC 試験
が先行的に実施され、2,500 名が
受験した。2007 年３月に試験結
果が公開され、インド情報通信
省と州政府の共催によるジョブ
フェアが開催された。2007 年末
にはインド各地で NAC の実施が
展開される予定となっている。
４‐3
大学および研究機関における
バイオインフォマティクス
人材育成
　バイオインフォマティクスに
関する人材育成の一例として、
インドはバイオインフォマティ
クスの研究拠点（COE）に、人材
開発に特色を持つプログラムを
実施している（図表 8）。なかで
も Jawaharlal Nehru 大 学 は 物
理、数学など異分野のポスドク
をバイオインフォマティクス研
究者に転身させるためのトレー
ニングを実施している点が興味
深い。
　COE 以外にも、全国にある研
究機関においてバイオインフォ
マティクスをツールとして使用
できるようにするための研修プ
ログラムを用意し、積極的に当
該分野の人材育成を振興してい
る。2005 年度実績では、短期ト
レーニングプログラムが 80 コー
ス以上実施され、様々なバイオ
テクノロジー分野において 3,000
人以上の研究者、教員、学生が
バイオインフォマティクスの使
用方法を学んでいる 21）。
４‐4
ソフトウェア企業による
取り組み
（ 1 ）産学にまたがる研修プログ
ラム
　インド大手ソフトウェア企業の
なかには、即戦力となる人材を学
生時代に育成するプログラムの他
に、海外からグローバルな人材を
呼び寄せるいくつかの試みをして
いるところがある（図表 12）。世
界各国から将来を担う優秀な人材
を呼び寄せ、その国のニーズ、文
化をいち早く吸収しようとする意
ToP
(上位層)
BoP
(基盤層)
MoP
(中間層)
図表 11　インド人材開発省と NASSCOM による人材育成
　　　　 （The Pyramid Approach）
出典 : 参考文献 31）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図がみられる。入社後は、充実し
た社内研修プログラムを用意し、
一度に 5,000 人の研修が可能な施
設を用意している企業もある。多
くの場合、業務を離れ数ヶ月にわ
たる社内研修を受講し、最先端の
技能を修得している。
　このような人材開発プログラ
ムを大規模に実施できるのは、
社内教育専属として数多くの大
学教員を正社員に採用したこと
が挙げられる。また、現職の大
学教員がサバティカルを利用し、
企業のニーズや最先端の技術を
学ぶ制度もある。これは大学教
員の再教育を促し、最終的に大
学教育に反映され、産学のギャッ
プを埋める働きを担っている。
（ 2 ）世界規模の人材獲得の動き
　急成長するインドであるが、
IT 技術者の給与の高騰が問題と
なっている。インドの IT 産業従
事者は、すでに他の産業より圧倒
的に高い年収を得ているが、最
近その上昇が激しい。2004 年の
実績では、新入社員レベルが年
13%、プロジェクトマネジャーレ
ベルが年 23% 上昇している 27）。
これにインドルピーの高騰が追
い討ちをかけ、IT 労働力の低コ
ストというメリットが薄れつつ
ある。また、既述のようにイン
ド国内に進出する海外企業が増
加し、インド国内で質の高い人
材を確保することが以前よりも
困難になりつつある。
　このような問題の対処に、イ
ンド企業は海外に活路を見出そ
うとしている。そのひとつが、「グ
ローバルデリバリーモデル」の
適用である。この考え方は、本
来はプロジェクトの最適化を図
るための分散マネジメントのフ
レームワークとされているが、優
れた人材の確保の側面が強いと
考えられる。インド企業は 11 億
人の人口を有する自国以外から
も、世界規模で優秀な人材獲得を
加速している。
　この適用例のひとつが中国で
ある。
　インドは IT 人材を豊富に抱
え、同じく成長著しい中国との
関係を強化している 32）。中国は
インドと同様、近年 IT 産業の急
発展を遂げ、人材供給量はイン
ドに次いで多いが、IT 技術者の
年収はインドほど高騰していな
い。したがって、優れた人材の
確保とともに、中国進出してい
る欧米企業からの受注、さらに
は巨大な中国市場に狙いを定め、
インド大手ソフトウェア企業が
相次いで中国に進出し、大規模
に中国展開している。一例では
あるが、すでに上海、北京、大連、
広州の拠点に加え、さらに 2008
年に、南京に開発センター、トレー
ニングセンター、コンベンション
センター、レクレーション設備、
宿泊施設を備えた 2,500 人規模
のグローバルデリバリキャンパ
ス（GDC）を開設予定 33）としてい
る企業もある。例えば、中国では
日本語対応が可能な人材がイン
ドよりも多く確保できるため、中
国拠点を足がかりに日本市場を
開拓することも視野に入れてい
る。中国にとっては、人材雇用の
拡大、インドが持つ高いプロジェ
クトマネジメント能力の習得に
つながり、両国の利害関係の一致
がみられる。
　中国の他には、主に北米のオ
フショア先となっているブラジ
ルとも同様の関係を構築しよう
としている。
図表 12　大手ソフトウェア企業の人材開発プログラムの一例
出典 : 参考文献９）を基に科学技術動向研究センターにて作成
プログラム名 内容
Campus Connect
産業界とアカデミアの関係をより強固にし、IT 産業の発展を
目指す取り組み（2004 年に開始）。産業界のニーズを学生に習
得させ、即戦力の IT 専門家を育成する技術研修、セミナー等
を用意。
Global Talent Program 特に米国大学の学部生を対象とした人材雇用プログラム。
InStep
1999 年に開始したグローバルインターンシップ制度。年間を
通して実施され、これまでに世界中から 12,000 件の応募実績
がある。
　近年のインドの躍進を支えてき
たのはソフトウェアを中心とす
る IT 産業であった。インドは世
界の IT オフショア市場の６割を
占めるソフトウェア大国に成長し
た。インド国内の需要が乏しく、
必然的にグローバル市場に目を向
けざるを得なかったわけだが、IT
黎明期から教育面、ビジネス面で
も世界の先端を走っていた米国を
指向したことが現在の好循環を生
み出したと考えられる。しかし、
世界の IT 業界をリードする米国
でも認められる頭脳をもつ人材を
インドが備えていなければこのよ
うな発展はなかっただろう。ソフ
トウェアの確固たる強みが、現在
のインド全体の強みにつながって
いることは間違いない。
　そのインドが次に狙う市場が
巨大バイオ産業である。特に、
IT 産業との親和性が高く、バイ
オテクノロジーの基盤技術とな
るバイオインフォマティクスに
国を挙げて注力し始めている。
その研究成果が生み出す潜在市
場の大きさは計り知れない。バ
19Science & Technology Trends   September  2007
ＩＴを基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き
イオインフォマティクスという
言葉が使われ始める 10 年も前
に、すでにバイオインフォマティ
クスの重要性に気づき、インフ
ラが十分とはいえなかっただろ
う環境でネットワークを構築す
るだけでなく、人材育成にも力
を入れていたことは、驚くべき
ことである。
　このような産業発展を支えて
いるのは高等教育を受けた工学
系人材である。しかし、世界第
２位の人口を誇るインドでさえ
も、あまりにも急激な経済発展
のために必要な人材を十分に確
保することは難しい。人材不足
は持続的な経済成長はもとより、
国際競争力を高めていく上で大
きな障壁となる。そのため、イ
ンドは高等教育機関の充実を通
じて、産業界とアカデミアの人
材ギャップを埋めるべく必要な
人材の育成に取り組んでいる。
　インドは人材不足に対する危
機意識が高く、人材育成および人
材確保に積極的である。その理由
は、知識型社会としての発展を目
指し、新しい時代を開く原動力と
して人材を捉えているからであ
ろう。インドが目指しているのは、
従来の業務アウトソーシングか
ら優秀な人材を基盤とした知識
業務のアウトソーシング、さらに
は知識型社会としての発展に他
ならない。インドは 25 歳以下だ
けでも５億人以上が存在し、高等
教育機関の拡大も着実に推進し
ている。しかし、そのインドです
ら世界規模で優秀な人材を確保
しようとする動きを見せている
ことに対し、我々はもっと目を向
けるべきだろう。
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科学技術動向研究
海外における深海有人潜水船の
開発動向と我が国の進むべき道
工藤　君明
客員研究官
　我が国の有人潜水調査船「しん
かい 6500」は最大深度 6500m
まで潜航できる世界でも唯一の
も の で あ る。1990 年 に 就 航、
1991 年に調査潜航を開始してか
ら、2007 年３月には 1000 回の
潜航を達成した。日本近海のみな
らず世界の大洋で、海底の地形や
地質、深海に生息する生物などの
調査を行い数々の成果を上げて
きた 1）。また専門的な研究者だけ
でなく、これから科学技術を目指
そうという研究者の卵たちにも
開放され、好評を得ている 2）。
　この間、「しんかい 6500」に
は種々の改良がなされ、個々の
部品が高機能のものに交換され、
大きなトラブルもなく安全に運
用され、安全性と信頼性の技術
が確立されてきた。しかし建造
からすでに 20 年が経過してお
り、システム全体として老朽化
や陳腐化が進んでいる。また海
外でも「しんかい 6500」と並
ぶ、あるいはそれを超える有人
潜水船が、新たに開発建造され
ようとしている。さらには、無
人の潜水調査機器もが開発運用
されるようになり、我が国にお
いても、有人潜水船の存在意義
やあり方、あるいは「しんかい
6500」の後継をいかにすべきか
などを検討する時期に来ている。
　我が国では、「しんかい6500」
と併用して、2000m級の有人潜
水船「しんかい2000」を運用して
きた。「しんかい2000」が2004年
から運用休止となったときに、深
海探査研究を今後とも「有人潜水
船」で進めるのか、遠隔操作ある
いは自律型の無人探査機で進め
るのかという討論会がもたれた
ことがある3, 4）。一方のグループ
には、「海中の生物を研究するに
は研究者が肉眼で直接に観察し
たい、そのために有人潜水船は必
要不可欠である」とする人たちが
いた。他方には、「無人探査機に高
性能のカメラを搭載して広域に
観察すべきである。はっきり見
える範囲がせまくてよく観察で
きないというなら、立体視でき、
奥行きも広くできるカメラ技術
を開発することは可能である」
という人たちのグループがあっ
た。このときの討論では、完全に
自律型の人工知能海中ロボッ
ト（Autonomous Underwater 
Vehicle）こそが真の無人機であ
るという議論もあり、「有人」と
はなにかという定義まで論争に
なった。しかし、人間が潜水船に
乗って大深度まで行くことの、科
学的な、あるいは科学技術的な意
義があるのかないのかについて
は、このときは明確にされなかっ
た。
　また「しんかい 2000」の運用休
止にあたり、科学への貢献と有
人潜水船調査船の必要性が論じ
られた著書もある 5）。著者の一
人は自らの潜航体験を踏まえて、
有人潜水船による調査が必要な
理由として、第一に人間の「目」
の良さ、つまり、現在の技術で
人間の目を作ることはできない
こと、第二に科学者の「知的好奇
心」、つまり、知的欲望がなくな
れば科学の進歩はなくなること、
第三に「臨場感」、そして第四に
研究者の「勘」を挙げている。た
しかにこれらは科学者にとって
重要な条件なのであろうが、そ
れが深海科学および科学技術の
発展にとってどの程度必要なも
のかということも検討しなけれ
ばならない。多くの海洋研究者
は有人潜水船に自らが乗って調
査研究することを希望している。
現用の有人潜水船にいったんト
ラブルがあれば、日本の海洋研
究に支障をきたすことは明白で
ある。しかし、研究者が建造を
希望しても、自ら建造を担うわ
けにはいかない。開発予算がな
ければメーカーは建造すること
ができず、時間が経ちすぎれば
建造技術の維持すら困難になる。
　第３期科学技術基本計画の国家
基幹技術に「有人潜水船の開発」
は国家基幹技術の一項目として掲
げられているが 6）、今のところ、
1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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文部科学省の次世代深海探査技術
には採用されていない 7）。　
　しかし、人類にとって有人潜
水船は必要なのかどうかを検討
しなければいけない時期はまも
なくやってくる。人類にとって
海洋研究は必要であることは間
違いないかもしれないが、我が
国にとって有人潜水船は必要な
のか、建造技術の開発は必要な
のか、これまでの有人潜水船の
あり方でいいのか、新しい世代
の有人潜水船とはどんなものな
のか。このような基本的なこと
は、現時点でも検討しておかな
ければならない。
　現在の有人潜水船が開発建造
され運用を開始したころは、無
人探査機の技術は未熟であった。
しかし近年では深海における無
人探査機の活躍と技術開発には
目覚しいものがあり、議論の背
景は変わりつつある。有人機と
無人機にはそれぞれ得失があり、
技術開発および運用の観点から
役割分担を明確にしなければな
らない。米国でも同様の議論が
なされている 8）。
　本レポートでは、米国と中国
における深海有人潜水船の開発
動向を見比べながら、我が国の
進むべき道を検討していきたい。
ただし、海外が開発するから日
本も開発すべきと提言するのは
安易すぎる。本レポートでは、
有人潜水船の進化の過程をまと
め直し、これらも参考にして、
次世代の有人潜水船像に関して
我が国の進むべき道を検討した
い。
2  深海への挑戦の歴史　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
２‐１
深海は暗黒なのか
　人類が海中や海底の様子を科
学的に観察するようになったの
はそれほど昔のことではない 9）。
19 世紀半ばにイギリスで水槽が
発明されるまで、海生生物の絵と
いえば、ほぼ例外なく、魚やクジ
ラが水面上で泳ぐ姿か、浜に横た
わり干からびた状態で二枚貝や
巻貝などの軟体動物が描かれて
いた 10）。海中で生物がどのよう
に生息しているのか、想像すらで
きなかったのである。大深海に生
物が生きていることは信じられ
なかったし、海洋底地殻が大深海
の裂け目で産みだされているこ
とも、とうてい信じられることで
はなかった。19 世紀の中頃まで、
深海は高圧であり、暗黒であり、
生命は存在できないはずである
と考えられてきた。
　しかし、長いチェーンの先にド
レッジという器具をつけて海底を
ひっかいて引き上げてみると、驚
くほど多様な生物が存在するらし
いことがわかってきた。19 世紀
末には、英国の軍艦「チャレン
ジャー」が深海に初めて科学のメ
スを入れる航海を行い、深海生物
やマンガンノジュールを発見して
いる。20 世紀初頭には、欧州の
大国が海洋調査を行い、現在につ
ながる海洋科学の基礎が築かれて
いった。第二次世界大戦前後から
は、米国が中心となって、水中音
響技術やエレクトロニクスなどの
科学技術が海洋調査に応用され、
海洋科学は大きく発展しはじめ
た。
２‐２
「深海の船」のはじまり
　1930 年、米国の生物学者ウィ
リアム・ビービは直径約 1.4 ｍの
鉄球（バチスフェア）に乗り、ワイ
ヤーロープに吊るされて、428 ｍ
の深度に到達した。彼は深海魚な
どの多様な生物を肉眼で初めて
観察した人物であり、1934 年に
は 908 ｍの深度にまで達してい
る。しかしこの鉄球は重さが 2.5
トンもあり、浮力を引いても約１
トンをワイヤで吊っていたため、
つねに破断の危険があり、海中の
観察者が自由に動き回ることな
どできなかった。この時代の有人
潜水器は「第０世代」と呼ばれる。
　次に、なんとか動きまわれる
ものを造ろうと挑戦がなされ、
「第一世代有人潜水船」が開発さ
れた。人類として初めて気球で
成層圏に達したことで知られる
スイス人の物理学者オーギュス
ト・ピカールは1947年に、気球
の原理を応用して「深海の船（バ
チスカーフ）」を発明した。これ
には人間が乗る直径２ｍの耐圧
球に浮力をあたえるため、大量
のガソリンを詰めたタンクが取
り付けられていた。また、この第
一世代はスラスタ（移動用の推進
機）を装備して海中を動き回れる
ようになっていた。この技術を
応用して米国海軍は１万ｍ級の
バチスカーフであるトリエステ
（Trieste）を建造し、1960年、マ
リアナ海溝チャレンジャー海淵
において、10,906ｍの潜航を記
録している。この記念すべき潜航
にはオーギュストの息子である
ジャック・ピカールと米国海軍
のドン・ウォルシュが乗船して
いる。またフランス海軍も同様の
バチスカーフであるアルシメー
ド（Archmede）を建造し、こちら
は1962年、日本海溝や千島海溝
で最大9,545ｍまでの潜航を行っ
ている。これに乗船した北海道大
学の佐々木忠義は、海面付近で作
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られた生物の遺骸が深海に沈降
していく様子を観察し、これをマ
リンスノーと命名した。
　バチスカーフは海中を「自由」
に動きまわれるようになったと
はいえ、浮上するための余分も含
めて、100 ｍ３以上のガソリンタ
ンクを装備しており、４トンの
船体のために 75 トンもの浮力材
が必要だった。空中重量は 80 ト
ンを超えていたはずである。した
がって取り扱いは困難かつ危険
で、また海中での動きも鈍重だっ
た。しかしともかく、動きは鈍く
とも 1 万ｍ級の大深度潜航を達
成したのが、第一世代有人潜水船
の特長である。
２‐３
深海調査の発展期
　第二世代の有人潜水船では、海
中での運動性能を重視して開発が
進められた。この世代の基本技術
は、浮力材の開発、人間が居住す
る耐圧殻の軽量化、海中で動きま
わるための動力源の改良、そして
安全対策技術の確立であった。有
人潜水船は海中での重量を調整し
て上昇下降する。基本的には海水
より重くなるように造り、浮力材
を大量に取り付けて海水よりも軽
くする。沈降するために錘を搭載
し、海底付近で錘の一部を投棄し
て浮きも沈みもしない中性の浮力
とし、スラスタの力で作業に必要
な上昇下降を行っている。作業が
終了すれば残りの錘を投棄して浮
上する。浮力材は、この間にどん
なことがあっても潰れないものが
要求される。
　1964 年に米国に初代アルビ
ン（Alvin）が登場した。建造時
の最大潜航深度は 1,800 ｍであっ
た。浮力材としては、ガソリンに
代えてシンタクチック・フォーム
（syntactic foam）が開発された。
これは数十μｍの大きさのガラス
球を樹脂で固めて成型したもので
ある。重量が 15 トン程度の小型
軽量の潜水船が開発され、従来は
現場まで曳航していった潜水船を
専用の母船で目的地まで運搬でき
るようになり、現場で潜水船を降
ろして揚収するという運用スタイ
ルが確立していった。
　これらの技術開発により、科
学研究用の有人潜水船の行動範
囲と運用効率が飛躍的に向上し
た。第二世代の有人潜水船として
は、現在までに、米国の現アルビ
ン（最大潜航深度4,500ｍ、ウッ
ズホール海洋研究所が運用）、日
本の「しんかい2000」（2000ｍ
級、2004年に運用休止し引退）
や「しんかい6500」（最大潜航深
度6,500ｍ、（独）海洋研究開発機
構が運用）、フランスのノチール
（Nautile、6000m級、フランス
国立海洋研究所IFREMERが運
用）、さらにロシアのミール（Mir、
6000m級）が活躍している。
　この世代になると、有人潜水船
は最大潜航深度を競うよりも科
学調査や資源調査に視点が移っ
てきた。世界の海洋の 95% 以上
をカバーする科学調査が可能な
こと、また将来の開発が期待され
たマンガンノジュールが 4000 ～
6000 ｍにあることから、多くの
潜水船の最大潜航深度は 6000m
級に設定されている（図表１）。
　現在活躍している世界の主な深
海有人潜水船の性能概要を図表２
に示す。「しんかい6500」は1980年
代に世界の国々が6000ｍ級の有
人潜水船を開発しているさなかに
建造された11）。1970年代にも提案
はされていたが、技術の実績も無
しにいきなり建造することはリス
クが大きく、建造技術と運航技術
を確立するために、まず「しんかい
2000」が開発建造された。これで
得られたノウハウと、チタン製の
耐圧殻の製造をはじめとする技術
の進歩をもとに、80年代に最大潜
航深度6500ｍの有人潜水船が開
発建造され、90年に運用を開始、
91年から調査潜航に投入された。
安全な運航のために、パイロット
と研究者が耐圧殻から海中を覗く
アクリル樹脂の窓12）、深海と海上
の母船とをつなぐ水中通話機、光
では10ｍほどしか見通せない海
中で障害物を探査する音響観測ソ
ナーなど、当時までの種々の先端
技術が結集された。
図表１　地球の標高と深度の分布割合と海底鉱物資源の分布範囲
高度（ｍ）
深度（m）
海洋表面（％）
20 40 60 80 
2000
4000
6000
2000
最大水深：11,035m 
最大高度：
8,848m
99%@6500m 
マンガンノジュール
マンガンクラスト
熱水鉱床
020
（地球の海洋表面積を基準にしている）
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３‐１
米国における
深海科学の将来計画
　米国の「深海科学に関する将来計
画委員会（Committee on Future 
Needs in Deep Submergence 
Science）が2004年に報告書「基
礎的海洋研究における有人潜水
船および無人探査機（Occupied 
and Unoccupied Vehicles in 
Basic Ocean Research）」を刊行
した8）。同書は、今後の米国が国
家として深海科学注２）の調査研究
にいかに取り組むべきかをまと
めたものであり、必要となる有人
潜水船や無人探査機などの深海
２‐４
深海有人潜水船の成果
　第二世代の深海有人潜水船が運
用されるようになり、多くの科学
および科学技術の成果が上げられ
てきた。
　資源調査の分野において、熱水
鉱床は太平洋の中央海嶺で相次い
で発見されていたが、大西洋中央
海嶺ではなかなか発見されなかっ
た。しかし、1986 年、アルビン
に乗船した科学者が大西洋中央
海嶺の TAG 海域注 1）においても
熱水鉱床を発見した。1991 年に
は、ロシアの有人潜水船ミールに
乗船したロシアと米国の科学者
は、大西洋で最大規模の熱水鉱床
を発見してミールと名づけた。そ
の後も熱水鉱床は多数発見されて
きた。深海生物研究の分野では、
1992 年に日本の科学者が「しん
かい 6500」に乗船し、鳥島海域
4,146 ｍで鯨の骨とこれに付着し
た貝やエビを発見した。1994 年
にロシアの科学者は大西洋におい
3  米国における有人潜水船の開発動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
図表２　世界の主な深海有人潜水船
船名 Alv in Naut i le M ir1&2 しんかい 6500
（保有国） （アメリカ） （フランス） （ロシア） （日本）
最大潜航深度 [m] 4,500 6,000 6,000 6,500
可潜航海域 [%] 62% 98％ 98％ 99％
潜航数／年 180 100 － 115 不定期（低） 60
研究者／乗員 ２／１ １／２ 総員３ １／２
海底活動時間 [hr] ４～５ ５ 10 ～ 15 ４
ペイロード [ ㎏ ] ＊ 680 200 250 150
球殻内容積 I [m3] 4.07 4.84 4.84 4.19
観測方向 横／下 前／中央 前／中央 横／下
建造年 1964 1985 1987 1987
* ペイロード：科学研究のために研究者が持ちこめる機材や採取したサンプルの
総重量
て熱水性の生物を多数発見した。
また 1995 年には、日本の研究者
が奥尻島沖で深海系の化学合成生
物群を発見した。深海地質の分野
では、「しんかい 6500」が日本海
溝 6200 ｍの斜面に裂け目を発見
するなどの成果を上げている。
　緊急事態への対応も多数行われ
てきた。1966 年には、初代のア
ルビンがスペイン沖 914 ｍで米軍
が紛失した水爆の引き上げに成功
した。1986 年のスペースシャト
ル・チャレンジャーの事故では有
人潜水船３機と無人機１機によっ
て、50 トンの破片を回収した。
さらに 1989 年に旧ソ連の原潜ク
ルスクが沈没した際には、ミール
が海底堆積物を採取して放射性物
質を測定し、放射能漏れを防ぐた
めに船首部を密閉する作業を行っ
た。
潜水機のあり方についても検討
している。その後の米国は、この
委員会の勧告にしたがって、有人
潜水船として現用のアルビンの
後継潜水船を開発し、また無人探
査機として11,000ｍ級のハイブ
リッド機（有索と自律型の二つの
モードを合体させた無人探査機）
を開発している。
　同委員会は、科学研究を代表
する NSF（国立科学財団）、海
洋調査プロジェクトを代表する
NOAA（国立海洋大気機構）お
よび米国海軍の要請で設置され
た。委員会の検討目標は、深海科
学の将来像と必要とされる設備
を評価し、また深海および海底に
おける基礎研究を支援する技術
の可能性を評価することであっ
た。検討された具体的な内容は、
注１ TAG（Trans-Atlantic Geotraverse）：世界最大級の熱水マウン
ド、水深3600ｍに直径200ｍの円錐台に高さ20ｍほどのブラックスモーカー
が林立している
注２ 深海科学（Deep Submergence Science）：本レポートでは、
有人潜水船や無人探査機などにより深海および海底を潜航調査して得られる
知見に基づいて構築される科学、と定義されている。
■ 用 語 説 明 ■
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下記の事項である。
（1）現用および検討中の有人潜水
船および無人探査機の性能を
評価すること。
（２）世界標準の深海科学研究を継
続して実行するため、調査機
器をどのように組み合わせる
かを提言すること。
（３）将来の研究ニーズにこたえる
調査機器として組み込むべき
革新的な設計概念および新技
術を検討すること。
　新たな施設の開発についての
検討結果は、以下の４つの提言と
してまとめられた。
（提言１）
NSF 海洋科学部は新たに科学
調査研究用の無人探査機を建
造すべきである。これにより
多数の利用者、多様な研究分
野、海洋地理の調査活動に資
する深海潜水機を増やすこと
ができる。
（提言２）
NSF 海洋科学部は新旧無人探
査機の定期点検や改造に要す
る移動時間を最小にするよう
新無人探査機の配備場所を検
討すべきである。
（提言３）
海底の探査には無人探査機が
最適であり、またコストとリ
スクを考えれば、6500 ｍ以深
の調査に有人潜水船を利用す
ることはできないが、人間に
よる調査は国の海洋学的調査
にとって要となっており、有
人潜水船による直接観測で可
能となるものがある。しかし
現用のアルビンは多くの科学
研究の要求にこたえられなく
なっている。したがって NSF
海洋科学部は新型の機能を向
上させた有人潜水船を建造す
べきである（ここでいう機能
向上とは、視界性能の向上、
中性浮力調整機能、ペイロー
ドの増大、作業深度における
滞在時間の増大、その他であ
る）。
（提言４）
したがって、大深度（6000 ｍ
以深）に潜航できる有人潜水
船を建造するのであれば、設
計段階でコストとリスクを大
幅に増大させないことが実証
された場合にのみ限るべきで
ある。
３‐２
新型有人潜水船の建造方策
　上記の「深海科学の将来計画」
の提言に基づき、新型有人潜水船
の具体的な建造方策が検討される
ことになった。この提言に至るま
でには 1999 年より、米国ウッズ
ホール海洋研究所（WHOI）が中
心となり、新型有人潜水船が検討
されてきたことも詳細に説明され
ている。途中の過程では、全海洋
に潜航可能な 11,000 ｍ級の全深
度有人潜水船も検討されたが、全
深度有人潜水船を数年内にしかも
限られた予算で設計建造すること
は不可能であり、圧力が 6000 ｍ
級の２倍になれば潜水船重量も相
当なものとなり、現用の母船の能
力をはるかに超えることが明らか
となった。さらに、この深度で健
全な浮力材、バッテリー、電子機
器を製造することや、人間がこの
深度に耐えられるのかということ
も不透明であり、たとえそれらが
可能であっても、それを実証する
試験設備がないという問題もあっ
た。これらの理由から全深度有人
潜水船は検討対象から除外され
ることになった。一方、現用の
4500 ｍ級アルビンを 6000 ｍ級
に改造するという案も検討された
が、深海科学のニーズを十分満足
させられないと判断され、最終的
に、費用的にも許容範囲で建造可
能とされた新型有人潜水船が推奨
された。新型有人潜水船に追加す
べき機能として、具体的には以下
の５項目が挙げられた。
①可変バラスト装置の性能向上：
海洋中層に浮遊して調査するた
めには、浮力と重量のバランス
を継続して調整できなければな
らず、新型有人潜水船にとって
最重要課題である。
②水銀を用いない姿勢制御装置の
開発：現アルビンは水銀を前後
に移動させることによって姿勢
を調整しているが、環境への配
慮から水銀を用いないことが望
まれる。
③ 7000 ｍ級新型無人探査機と適
合する電子機器・工具類：これ
らはプラットフォーム間での共
通化にとって重要である。
④光ファイバーケーブルの利用：
有人潜水船から連続データ通信
（調査状況、他の研究者へのビ
デオ映像、操船データなど）を
可能とし、またこのケーブルは
船上からカメラや機器を制御す
るためにも必要である。
⑤船上ビデオカメラのための目標
特定システム：眼の動きを追尾
して目標物を特定したり位置出
しをしたり追跡したりできるよ
うにする。
　次に人間の乗る耐圧穀について
検討がなされた。これは新型有人
潜水船のコスト評価にとって重要
な項目である。米国で現アルビン
が建造されたのは 1970 年代のこ
とであり、これに使われたチタン
球殻を製造する設備や溶接技術
は、米国ではすでに失われており、
現時点ではロシアと日本だけが技
術的に可能である。現有のアルビ
ンの耐圧殻を改造したりすること
も検討された。これはコスト的に
は最も現実的ではあるが、潜航深
度は現状の 4500 ｍに制限され、
実質的には現状より能力が低下す
ると懸念された。以上の検討によ
り、深度を増し、覗き窓の配置変
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更などの科学調査能力も向上させ
るには、新しいチタン球殻を製造
するのが望ましい方策であるとさ
れた。しかし、米国における製造
技術やコストをさらに検討評価し
て、製造可能であるという見通し
が得られた場合に限り、6000 ｍ
以深の有人潜水船を建造すべきで
あると結論付けられた。
３‐３
新アルビンの仕様と技術
　米国の海洋関連の各機関は
1999年以来、有人潜水船の必
要性について検討を進めてきた
が、最終的には2004年にウッ
ズホール海洋研究所の研究者た
ちがアルビンの代替潜水船と
して6500ｍ級の潜水船を提案
した13, 14）。現アルビンの調査
能力を向上させたいという要求
があったばかりでなく、米海軍
が運用していた6000ｍ級潜水船
シークリフ（Sea Cliff、1984年）
が2001年に引退していたことか
ら、アルビンを6500ｍ級の潜水
船として新替するという計画が
採用されたと考えられる。
　新アルビンの仕様を現アルビン
と比較して図表３に示す。また新
アルビンの予想外観を図表４に示
す。新アルビンの設計課題と概念
設計結果は以下の（１）～（８）の
ようになった。
(1）最大潜航深度
　最大潜航深度は最も重要な設計
パラメーターである。米国でも、
日本の「しんかい6500」検討時
と同じような議論が行われ、目標
は地球上の海底の99％に到達可能
な6500ｍとされた。技術的な限
界としても、6500ｍまでは信頼
して使用可能な軽い浮力材がある
が、これを超える深度では浮力材
の比重が大きくなって船体が大き
く重くなるため、操縦性が悪くな
るとともに現在の支援船が利用で
きなくなるという問題もあった。
(2）耐圧殻
　耐圧殻にはパイロット１名と科
学者２名が乗りこみ、潜水船を操
縦し、観察し、試料などを採取す
る操作を行うスペースが必要であ
る。このため現アルビンより内径
を6.3％大きくして、容積を増大
させた。これにより居住性が改善
され、内部電子機器や持ちこみ機
器のスペースが確保された。
　球殻の材料はいくつか検討さ
れたようである。ロシアの潜水
船ミールに使われている超硬度鋼
（maraging steel）はニッケルを
多く含んだ鋳鋼であり、強度はチ
タンに匹敵するものの、海中での
腐食に弱いという欠点がある。米
国の潜水船アルビンとシークリフ
の球殻に使われていた 611 チタ
ンは現在では一般に使用されてい
ない。最終的には、日本の「し
んかい 6500」とフランスのノ
チールに使用されて長い実績の
ある６- ４チタン（Ti6Al4V-ELI：
チタンに６％のアルミニウムと
４％のヴバナジウムを含む合金、
ELI は金属内に酸素が非常に少
なく溶接に優れている）が選定
25
30
図表３　新現アルビンの仕様比較表
図表４　米国の「新アルビン」の概観図
　Woods Hole Oceanographic Institute　HP より、2007 年 5 月 7 日版
新 Alv in 現 Alv in
深度（可潜域） 6500 ｍ（99％） 4500 ｍ（63％）
寸法（ L * B * D ） ND（現 Alv in 以下） 7.3*2.6*3.7 ｍ
重　量 18 ton 17 ton
球殻材料 Ti 6 AI 4 V － EL I Ti 621/0.8 Mo
球殻内径 / 容積 2.10 ｍ /4.84 ｍ３ 1.98 ｍ /4.07 ｍ３
窓　数 ５ ３
乗員数 操縦者１、科学者２ 操縦者１、科学者２
潜航活動時間 10.5 H 約９H
推進装置 前後・垂直２、水平２ 前後・垂直２、水平１
速力（前後） ３kt ２kt
速力（上下） 44 m/min 30 m/min
トリム角 ± 15。 ± 7.5。
ペイロード 181 kg 125 kg
位置制御 自動位置・方位制御 手動＆方位制御
電池容量 約 115 kWh 35 kWh
下降・上昇方法 海水バラスト 鉄ドロップウェイト
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された。
　覗き窓は従来の３つから５つ
に増やされている。前方の３つの
覗き窓は、中央のパイロットと左
右の科学者が共通視界をもてる
ように近接して配置された。側方
の２つの覗き窓は科学者に邪魔
をされずにパイロットが側面を
見ることができ、観測を犠牲にす
ることなく安全に操船すること
ができるようになった。
(３）浮力材
　浮力材は深海において潜水船の
浮力を確保するために必須の部材
であり、また潜水船の重量と大き
さを決定する支配的な因子であ
る。現アルビンの浮力材の比重は
0.577であり、新潜水船には大き
すぎるとされた。無人探査機用に
開発された浮力材は比重が0.481
となっており、これが設計時点に
おいて6500ｍの深度で使用でき
る最軽量のものであった。その
後、比重0.481の浮力材の開発は
完了して、さらに軽量化が進めら
れている。
(４）可変バラスト
　バラストとは船舶に重石として
積みこむ水などのことであり、有
人潜水船でもバラストタンクに水
を出し入れして重量を調整する可
変バラストシステムが用いられて
いる。目的とする機能は、①下降
と上昇のために、大きな重量と浮
量を得る、②潜航中に試料採取し
て変化した重量を相殺させる、
③下降上昇の速度を大きくするた
めトリム角（前後傾斜姿勢）を調
整する、という３つである。
　バラストタンクの内部は１気圧
に保たれ、6500 ｍの圧力に耐え
られるようチタン球で造られる。
所要の海水を満たして潜航し、潜
行中は２台のポンプで海水を出し
入れする。これにより、潜水船は
任意の中間深度で停止して観測が
可能になる。トリム角による下
降上昇速度は 15 度で毎分 30 ｍ、
25 度で毎分約 45 ｍと試算され
ている。毎分 45 ｍの速度であれ
ば、6500 ｍの海底まで 2 時間半
で到達可能になる。なお、潜水船
をこのトリム角にするため、バラ
ストだけでなく、電池と重りを前
後方向に移動させることになって
いる。この重石は緊急浮上のため
には投棄できる。
(５）推進システム
　潜水船を前後左右に移動する
ために高度な推進システムが装
備される。推進器として電動スラ
スタ計６台が配備される。前進後
進のためのスラスタが船体後部
に２台、横方向の移動および左右
への回頭のために船体の前部と
後部に水平スラスタが各１台、上
昇下降の運動のために垂直スラ
スタが船体中央部の左右舷の各
１台である。これらを操縦するこ
とにより、特定の位置や方位を維
持し、深度や姿勢を保持すること
が可能となる。これらの位置保持
操縦システムは、無人探査機用に
開発されたものが使われている。
(６）動力源
　動力源としてはリチウムイオン
電池がエネルギー密度および寿命
の観点から最良であるとされた。
なかでもリチウム高分子電池はオ
イル均圧容器に収納できる特長が
あり注目されている。この種の電
池は自律型の人工知能海中ロボッ
トですでに使用されており、５年
以上の寿命があるとされている。
なお、燃料電池は開発途上である
として、検討対象からはずされ
た。
(７）安全対策
　安全面の対策は米国の船級規則
に準拠している。緊急時に投棄可
能なマニピュレータや錘、絡み
危険を最小にすること、ライフサ
ポート能力の増強、などの規定が
ある。新潜水船は上昇下降を可変
バラストによって行っており、こ
のポンプと電池に故障があった場
合の備えとして緊急上昇用の投棄
重量があり、十分な浮力が確保さ
れる。また、潜水船の非常回収装
置が支援母船に装備される。
(８）科学調査用の機器
　マニピュレータやさまざまな科
学調査機器の動力を供給する油
圧システムは、定格 20.7MPa ×
9.5 ℓ /min となり、現アルビンの
90％以上の性能アップとなって
いる。マニピュレータは２台、伸
び縮み可能なベースに取りつけら
れている。中央に大きなサンプル
用のバスケットがあり、左右舷に
旋回式のバスケットがある。TV
カメラは高解像度のズーム付きが
２台あり、二人の観測者がコント
ロールでき、高品質の映像が得ら
れる。ほかにパノラマ TV カメ
ラ、マニピュレータに装備される
小型カメラ、照明は高出力の HMI
ライトと小型キセノンランプの組
み合わせとなっている。キセノン
ランプはウォームアップなしに点
灯・消灯できる特長があり自由度
が高いものである。下方監視のた
めには、海底調査用ソナーが装備
されている。
　潜水船と支援母船は音響モデム
により通信を行う。音響モデムの
通信速度は7000bpsであり、標準
画質のjpeg画像を８秒で送信でき
る。画像が船上で受信されると、
専用コンピュータにより圧縮デー
タが解凍され、船上のネットワー
クで利用可能となる。また潜水船
と母船は光ファイバ細径ケーブル
で結ばれており、船上とのあいだ
でリアルタイム通信ができ、船上
の科学者も調査に参加・協力でき
る。衛星通信を利用すれば陸上か
らの参加も可能となるため、海洋
研究を教育などにも利用でき、国
民の科学技術への理解増進に使う
ことも期待されている。
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３‐４
新アルビンの
建造スケジュール
　新アルビンは 2005 年秋に建造
が開始され、2007 年秋に第一期
から第二期に移行する段階に入
る。第一期には耐圧殻の設計と
艇体部（耐圧穀以外の潜水艇体）
の基本設計が行なわれた。第二
期では建造メーカーが決定され、
耐圧殻は加工と溶接および耐圧
試験に移り、艇体部は詳細設計
と建造に移ることになっている
（図表５）。
３‐５
米国における
有人潜水船の位置づけ
　米国は、深海科学の研究を進
めるために、有人潜水船と有索・
自律型の無人探査機を総合的に
運用していくという基本方針に
立ち、開発建造計画を進めてい
る。有人潜水船は 6500 ｍ級の新
アルビンを建造し、無人探査機
は 11,000 ｍ級のハイブリッド型
システムを開発している。無人ハ
イブリッド型システムは、探査目
的に応じて、広範囲のマッピング
などは自律型の人工知能海中ロ
ボットモードで、ピンポイントで
詳細な調査をするときには遠隔
操作型の無人探査機モードで運
用するものである。
　米国は、無人探査機の開発では
浮力材としてシームレスのセラ
ミック中空ボールを使うなど新技
術に挑戦しているが、有人潜水船
は従来の深海科学技術の集大成と
して建造している。有人潜水船
と無人探査機が並行して開発が進
められており、特に有人潜水船で
は新技術の開発に挑戦している期
間的な予算的な余裕がないことが
その理由である。無人機の開発で
得られる新たな技術が有人潜水船
にフィードバックされることはな
い。
　このような点で、米国が建造中
の有人潜水船は、海洋の中層に浮
揚して生物生態調査ができるよう
になり、また比較的に高速潜航浮
上が可能となっているものの、基
本的なコンセプトは第二世代の枠
組みを超えてはいない。
年 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec
2005
2006
2007
2008
2009
2010
耐圧殻の建造 艇体部の建造
耐圧殻の基本設計
耐圧殻の詳細設計
艇体部の仕様検討
艇体部の基本設計 艇体部の詳細設
艇体部の建造
艇体部の建造
耐圧殻の鍛造
耐圧殻の機械加工
および溶接
艇体部の詳細設計
耐圧試験・引渡し
港内計測 保守・移動
公試 保守 科学計測
耐圧殻の機械加工および溶接
メーカー選定
４‐１
7000ｍ有人潜水船の概要
　中国の新華社通信が 2007 年
２月２日に配信した記事による
と、「中国は独自開発の 7000 ｍ
有人潜水船（中国語名称：中国
7000 米載人潜水器、略称：7000
ｍ有人潜水船）を 2007 年に進水
する」と発表した（図表６）。こ
のプロジェクトは第 10 次５ヵ年
計画（2006 ～ 2010）における
「国家ハイテク技術研究開発計画
（通称“863 計画”）」の一環と
して実施されているものである。
2006 年９月にはすでに組み立て
段階と発表され、上記計画期間
中に潜水艇の海上実験を完了す
る予定とされていたが、今回の
記事では「世界の海底の 99.8％
をカバーできる潜水船を中国が
開発し、2008 年の竣工を目指し
ている」と発表されている。
４‐２
7000ｍ有人潜水船の性能
　この潜水船は中国国内で組み立
てられるが、ロシアが耐圧殻とラ
イフサポートシステムを担当して
おり、建造費は 1.8 億元（約 30 億
円）とされている。その性能は以
図表５　米国の代替有人潜水船の建造スケジュール（2006 年 9 月 25 日版）
参考文献 15) を基に科学技術動向研究センターにて作成
4  中国における有人潜水船の開発動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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下の（１）～（５）である 16)。
(１）世界の海の99.8％が潜航可能
　図表７に中国7000ｍ有人潜水
船と「しんかい6500」の仕様を
比較して示した。中国の有人潜水
船の最大潜航深度は7000ｍであ
り、これによって可潜航海域は世
界の海の99.8％となる。「しんか
い6500」は最大潜航深度6500ｍ
であるため、可潜航海域は98％
である。艇体の大きさは「しんか
い6500」より、わずかに太くて
短い。重量は「しんかい6500」
よりわずかに軽いが、ロシアの
ミールの18.6トンよりはかなり重
い。着水揚収装置がミールのよう
に舷側ではないため、「しんかい
6500」と同様の大きさと船尾配
置となることが予想される。
(２）耐圧殻はロシア製
　パイロット１名と科学者２名
の居住空間となる耐圧殻は、内
径が2.1ｍの6‐4チタン合金製で
あり、板厚が76～78mm、完成
半径のぶれは±４mmとされ、真
球度は0.4％以下とされる。「し
んかい6500」では、内径が2.0m
のチタン合金、板厚が73.5mm、
直径の誤差は0.5mmとされてい
るので、真球度は0.025％となっ
ている。「しんかい6500」に比
べ、直径が５％大きくなってい
るのに板厚は３％程度しか大き
くなっておらず、また真球度は
より悪くなっているのにもかか
わらず潜航深度が８％も大きく
なっている。
　文献３)によると、耐圧殻を製
造するのはロシアのメーカーで
あり、6000ｍ有人潜水船ミール
（ニッケル鋼製）や2000年ころに
新しく建造された6000ｍ有人潜
水船コンサル（Consul：チタン合
金製）の実績がある。耐圧殻の製
造方法は天板に６枚の側板をTIG
溶接注3）し、熱処理のうえで機械
加工により研磨して半球を二個
造り、これをさらにTIG溶接して
球にしている。耐圧試験もロシア
で行われ、深度7000ｍの１割増
になる7700ｍの水圧を１時間、
7000ｍ水圧を8時間連続、さらに
潜水船の下０～7000ｍの昇圧・
降圧を６回繰り返し、いずれも問
題なしとされた。
　耐圧殻にある観察窓は円錐台
形状となっており、中央窓は内
径20cmのものが１つ、側方窓
には内径12cmのものが２つあ
る。中央窓は「しんかい6500」
の12cmよりかなり大きく、ロシ
アのミールと同型であり、側方
窓は「しんかい6500」やアルビ
ンより前方寄りに配置されてい
る。この設計はパイロットと科
学者が前方にある目標を同時に
観察しながら操船できる利点が
ある一方、側方の危険物がわか
らなくなり、安全性が低くなる
とも言われている。
注３ TIG溶接：熱に強いタングス
テン電極を使い、溶接部をアルゴン
などの不活性ガスで覆うため材料が
酸化されず、ステンレスやチタン合
金の手溶接に適している。
■ 用 語 説 明 ■
中国 7000 しんかい 6500
潜航深度 [m] 7000 6500
観測者／乗員 ２／１ １／２
全長 [m] 8.2 9.5
全高 [m] 3.4 3.2
全幅 [m] 3.0 2.7
空中重量 [ton] 25.0 25.8
球殻材料 チタン合金 チタン合金
球殻内径 [m] 2.1 2.0
窓径 [mm]
中央窓：１ 200 120
側方窓：２ 120 120
生命維持 [H] 84 128
最大速度 [kt] 2.5 2.5
ペイロード [kg] 220 200
電池
種類 酸化銀－亜鉛 リチウムイオン
容量 [kWh] 110.0 86.4
海中作業 [H] 6 4
図表７　中国 7000 ｍ有人潜水船の基本仕様
図表６　中国 7000m 有人潜水船の模型
北京日報、2007 年１月 31 日より転載
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(３）スマートな推進操縦
　有人潜水船には、前進・左右上
下回頭のために、いくつもの推進
機が配置される。中国 7000 ｍ有
人潜水船は、船尾をすぼませた涙
滴形状となっており、４枚の尾翼
が X 字形に取りつけてある。こ
の尾翼のあいだに４基の主スラ
スタをすぼませるように傾斜さ
せ固定しており、４基のスラスタ
は可動ではないが、各スラスタの
推力を合成することにより、前後
だけでなく横方向、あるいは縦方
向の回頭力が得られる。この主
推進機方式はロシアのミールと
同じ設計思想であり、大型の主
推進機を左右に振らせて回頭さ
せる「しんかい 6500」とは異な
る。また船体前方にはサイドスラ
スタがとりつけられている。船首
上部に水平スラスタ１基（ノチー
ルや「しんかい 6500」と同様）、
船体両側に上下・左右の回頭およ
び推進補助のスラスタ（ミールや
「しんかい 2000」と同様）、横方
向の平行移動は船首の水平スラ
スタと船尾左右のスラスタの合
成、上下移動は船首サイドスラス
タと船尾上下スラスタの合成に
よるとされる。
(４）その他の技術
　バッテリーは酸化銀 - 亜鉛電池
を用い、容量は 110kWH（110V、
800AH） で あ り、「 し ん か い
6500」より約 30％容量が大きい。
これにより海中における最大連
続潜航作業時間が６時間となり、
「しんかい 6500」より大幅に長
くなっている。海底で試料を採
取するためのマニピュレータは
７自由度の関節をもつものが左
右に一対取り付けてある。また
母船とのあいだで画像の伝送が
できるとされているが、伝送速
度は 80kbps（通常のインター
ネットで 100Mbps）で、カラー
画像を転送するのに 30 秒くらい
かかることになる。浮力材とし
ては、英国製のシンタクティッ
クフォームを使う予定であり、
かなり小さなガラス球を樹脂で
固めたものを使うとのことであ
る。
４‐３
中国における
有人潜水船の意義
　大深度有人潜水船の中核技術
は、耐圧殻と浮力材と動力源の
三点セットであり、このうえにさ
らに、操縦、観測、資料採取、安
全など多岐にわたる技術が総合さ
れて、初めて運用が可能となるも
のである。中国の有人潜水船の開
発目的は軍事技術の取得が第一と
いわれ、海洋資源などの探索も計
画されていると思われる。海洋科
学への貢献はあまり感じられない
が、今後の運用如何によっては間
接的な影響を及ぼすことはあるだ
ろう。技術開発の要素としては、
ロシアに 6500 ｍより一段上の
7000 ｍの耐圧殻に挑戦する機会
を与えたことが挙げられる。
　有人潜水船のレベルからいえ
ば、第二世代有人潜水船の最大潜
航深度を世界一にするという目標
は単純明快である。しかしながら、
次世代の有人潜水船のあるべき姿
を考えるうえで、科学的および科
学技術的な側面においては、中国
における有人潜水船から我が国が
学ぶべきところはあまり無いよう
に思える。
5  我が国における深海有人潜水船開発の今後のあり方 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
５‐１
深海潜水調査船開発の歴史
　我が国が有人の深海潜水調査船
の開発に着手したのは1965年頃
である17)。1963年10月、海洋科
学技術審議会に対して諮問が出さ
れ、海洋開発を国の施策として積
極的に進めることとして、その基
盤に不可欠となる海洋科学技術の
開発の重点目標を定め、10年程度
の先を見通して５カ年計画を作成
することになった。当時、すでに
米国では幅広い研究開発により、
6000ｍ級の開発計画が進められ
ており、米国では国内事情により
実現されなかったものの、我が国
では諮問への答申として潜水調査
船の目標深度が6000ｍとされた
のである。この深度であれば世界
の海洋の95％以上をカバーでき、
当時、将来開発が期待されていた
マンガン団塊は4,000～6,000ｍに
多く存在していたからである。必
要とされた技術開発課題として
は、耐圧殻の構造・材料・工作
法、浮力材、動力装置、位置計測
装置、各種の調査研究機器などと
され、また高圧試験用の水槽を建
設することも必要とされた。
　深海潜水船の必要性について、
この時期に研究開発を推進した岡
村氏の考えは18）、「海洋開発は
広範囲の科学技術を総合したシス
テム工学的な取り扱いがとくに重
用であり、各種の科学や機器の開
発技術を一つの目標に向けて最適
化されたシステムとして開発して
いかなければならない。我が国の
海洋科学は高い水準にあるとはい
え、海中の科学技術に関しては、
十分な調査が行われておらず、知
識は少なく、これから開発してい
かなければならず、したがって深
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海潜水船は、海洋開発のなかで最
も遅れている深海という分野の窓
を開けるものであり、今後の海洋
開発の基礎になる」というもので
あった。
　1970年、舶用機器開発協会の
なかに「6000ｍ級深海潜水調査
船の開発研究委員会」が設置さ
れ、造船会社と共同で５年間に
わたる研究開発が始められた。
これによって6000ｍ級深海潜水
船の開発にとって中核となる球
殻の圧壊のメカニズムが解明さ
れ、設計方針が確立された。こ
れらの成果が、後の「しんかい
2000」や「しんかい6500」の開
発に大きな役割を果たしたとさ
れている。
　「しんかい6500」の開発では最
大潜航深度が6000ｍから6500
ｍに変更されている。三陸沖地震
の震源が日本海溝の水深6000～
6500ｍの海域にあることが指摘
され、6500ｍ以上とされた。しか
し耐圧殻の安全率は「潜航深度の
1.5倍＋300ｍ」とされており、これ
によれば6700ｍとなる。また各種
機器の規格は水深6700ｍくらい
であり、耐圧試験によれば6500ｍ
を越えるあたりで不具合が多くで
るものがあり、最大潜航深度は最
終的に6500ｍとされたものであ
る19)。
５‐２
我が国における有人潜水船
の運用と成果
　有人潜水船の成果を検討すると
きに注意しなければならない点が
ある。「有人」の成果と「有人潜
水船」の成果とがいまだ渾然一体
となっていることである。近年ま
で、潜水調査機はすなわち有人潜
水船であったからである。現在な
ら無人探査機でも成果をあげられ
るものも多数あることもたしかで
ある。しかし生物の行動や地形の
異常などの発見は科学者の気づき
によって追跡調査して得られたも
のが多くあることに留意する必要
がある。またこれまでの有人潜水
船は海洋中層に浮遊できないため
に、この分野の成果があまりみら
れないが、これは今後の課題とさ
れるものである。
　「しんかい6500」は 1990 年６月
の初潜航以来、図表８のような潜
航行動と成果を挙げてきた。三陸
沖の日本海溝において世界最深の
冷水湧出帯に生物群集を発見、高
圧環境を好む新種の好圧菌を深度
6500 ｍで発見、プレートの沈み
込みで生じたと考えられる裂け目
を世界で初めて確認など、世界最
深の潜航能力を活かしてさまざま
な成果をあげ、2007 年 3 月には
通算 1000 回の潜航を達成した。
また日本近海に限らず、太平洋、
大西洋、インド洋などの海域にお
いて海底の地形や地質あるいは
深海に生息する生物などの調査を
行ってきた。これらの調査の目的
をまとめると、大きくは次の４つ
の分野がある。
(１）地球の成り立ちの解明
　現在の地球観では、海洋プレー
トが海嶺で生まれ海溝で沈み込む
と理解されている。大陸は比較的
に軽い花崗岩が主体であり、平均
高度は840ｍほどである。海洋プ
レートは比較的に黒くて重い玄武
岩からできており、深さはだいた
い4000～5000ｍである。大陸と
海洋は地形的に異なるばかりでな
く、構造的にもまるで違うもので
ある。海洋プレートの下にはマン
トルがあり、熱く軽い物質が対流
のように浮き上がり、冷やされて
重たくなったプレートがマントル
の底に沈んでいく。海洋の地殻と
大陸の地殻がぶつかりあい、歪の
エネルギーが蓄積され、これが一
挙に解放されるとき巨大地震が発
生する。このような地球内部の動
きによってもたらされるさまざま
な現象を海底で観測調査すること
により、地球の成り立ちが解明さ
れてきた。
(２）生物の進化の解明
　陸地および海洋表層では、植物
も動物も太陽エネルギーと炭素を
基本にした生物群が主体である。
しかし深海底には太陽エネルギー
にほとんど依存せず、地球内部か
ら湧き出してくる海水に含まれる
硫化水素やメタンをエネルギー源
として有機物を合成する化学合成
細菌がいて、これに基づく生態系
ができあがっていることが明らか
にされてきた。これらの深海生態
系を調べることで生物の起源や進
化の過程が解明されてきた。
(３）深海生物の利用と保全
　人類が今後直面するであろう食
料問題などに向けて、深海生物資
源を持続的に利用し、多様な生理
機能をもつ深海生物の遺伝子資源
を研究することがますます必要に
なってくると言われている。
(４）熱と物質の循環の解明
　気候変動や海洋大気の運動の変
動など、地球をとりまく環境変動
の歴史は海底に堆積したさまざま
な物質中に記録されており、この
ような記録を採取し解読する研究
が行われてきた。また海底の熱水
活動により放出される熱や物質
は、地球の環境に少なからず影響
をおよぼし、さらに鉱物資源とし
て濃縮されてきた。地球の環境変
動の理解と海底鉱物資源の利用と
いう観点での調査と成果は今後と
も重要である。
　運用頻度という点では、米国の
潜水船アルビンは、初代が1964年
に進水して以来4000回以上の潜
航を行っており、年間約100潜航
となっている。それに比べれば、
「しんかい6500」の年間60回で計
1000回の潜航は、少ないようにも
思われる。これは、主として運用
のコストと安全リスクの考え方
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の違いによるものである。安全を
重視すれば潜航コストは増大す
る。このような条件のなかで、通算
1000回の潜航を大きな事故も無
くに遂行できたことは、マネジメ
ントやメンテナンスに不断の努
力を惜しまなかった成果である。
このような技術やノウハウは、個
人の学術業績やマニュアルでは
なく、組織に蓄積するものである
ことを深く理解しておかなけれ
ばならない。
５‐３
第三世代の
深海有人潜水船への
キーワード
　我が国の「しんかい 6500」は
第二世代の深海有人潜水船として
1989 年 ８ 月 総合海上試運転にて潜航深度 6,527m を記録 
1991 年 ５ 月 調査潜航開始（日本海奥尻海嶺、2,727m） 
1991 年 ７ 月 三陸沖日本海溝にて世界最深（6,384m）の冷水湧出生物群集を発見
三陸沖日本海溝の海側斜面にて新種の好圧菌を発見（6,500m）
三陸沖日本海溝にてプレートの裂け目を発見（6,270m）
1991 年 ８ 月
～ 11月
太平洋北フィジー海盆にて日仏合同調査
・枕状溶岩の海底平原（1,970~3900m）
1992 年 ６ 月 琉球海溝にて新種の好圧菌を発見（5,118m）
2003 年に新種好圧菌のゲノム解析が終了、発見に伴なう論文は多数
1992 年 10 月 伊豆・小笠原の鳥島沖にて鯨骨生物群集を発見（4,037m）
1992 年 11 月 マリアナトラフ熱水活動域にてアルビンガイ撮影（3,604~3,630m）
1994 年 ６ 月
～ 11月
大西洋中央海嶺と東太平洋海膨にて調査潜航（MODE ’94）
・大西洋中央海嶺 TAG 熱水マウンドにて大規模熱水活動の撮影、ブラックスモーカーに群がるツノ
ナシオハラエビの大群（3,632~3,710m）
・ガラパゴスハオリムシの撮影（2,634m）
・太平洋海膨にてユノハナガニの抱卵シーンを撮影（2,606~2,652m）
1995 年 10 月
～ 11月
太平洋マヌス海盆にて潜航調査
・ホワイトスモーカーと金色のチムニーを撮影（1,708m）
1997 年 ６ 月 三陸沖日本海溝にて多毛類生物を発見（6,360m）
７～ ９ 月 東大平洋海膨にて海底長期観測（リッジフラックス計画）
1998 年 大西洋中央海嶺と南西インド洋海嶺ほかにて調査潜航（MODE ’98）
９ 月 有人潜水船としてインド洋で初めて潜航
10 月 南西インド洋海嶺にて熱水噴出活動の兆候を確認（2,692m）
11 月 南西インド洋海嶺にて新種の巨大イカを発見（1,055~5,362m）
1999 年 ８ 月
～ ９ 月
ハワイ諸島周辺の海底火山調査潜航
・海底火山ロイヒ周辺にて枕状溶岩撮影（2,460~4,821m）
2001 年 12 月
～ 02 年 ２ 月
南西インド洋海嶺およびインド洋中央海嶺の潜航調査
2002 年 ７ 月 ハワイ諸島周辺の海底火山調査潜航
2002 年 10 月 インドネシアジャワ島南西沖調査潜航
2003 年 11 月 通算 800 回の潜航達成
2004 年 ５ 月 沖縄トラフにて堆積物中に液体 CO2 プールを発見（1,370~1,385m）
2004 年 ７ 月
～ ９ 月
太平洋大航海「NIRAI-KANAI」調査の中核を務める
・東太平洋海膨にて世界最大の海底溶岩流平原を発見（3,024m）
2005 年 ７ 月 通算 900 回の潜航達成
2005 年 12 月 相模湾にて深海生物を生きたまま捕獲（1,215m）
2006 月 １ 月
～ ２ 月
インド洋中央海嶺の潜航調査、深海底の熱水活動環境においてスケーリーフットの生態を観測
（2,420 ～ 3,394m）
2007 年 ３ 月 通算 1000 回の潜航達成
図表８「しんかい 6500」による主な成果
参考文献 20) に基づいて科学技術動向研究センターにて作成
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数々の調査研究成果を上げてき
た。しかし建造以来、すでに 20 年
が経過している。
　これまでも数多くの機能向上
が図られ、科学者の調査研究ニー
ズにこたえてきた。電池は当初、銀
亜鉛電池が用いられていたが、メ
ンテナンスの際に運航を休止し
なければならなかったため、メン
テナンスフリーで長寿命のリチ
ウムイオン電池に換装されて、運
用コストが軽減された。調査研究
の機器として船外に設置されて
いるＴＶカメラはCCDに換装さ
れ、画質の向上や重量軽減が図ら
れた。目標物に光を当てる投光器
はハロゲンランプからメタルハ
ライドへ換装され、消費電力が軽
減された。サンプルを入れるバス
ケットは大型にして収納容量が
増加した。また潜水船から母船に
画像を伝送する装置が開発設置
され、母船から調査指示が行える
ようになった。しかし、このような
部分的な改良はなされても、総体
としては20年前の設計による潜
水船であり、老朽化にともなう故
障は、今後ますます顕在化してく
ることであろう。我が国は、今まさ
に検討を開始しなければならな
い時期に来ている。
　潜水船の研究開発はいきなり動
きだすことはできないものであ
る。これまでの研究開発や運用に
よって得られた経験により、計画
にも完成までにもそれぞれ数年の
期間が必要である。米国の代替有
人潜水船では、検討がなされてか
ら 3 年後に建造が開始され、2 年
経過した現在時点で 3 年後の完成
が予定されている。計画が遅れる
原因は技術課題ばかりでなく、多
くの場合、開発予算であり、この
ことは世界共通である。
　次世代の深海有人潜水船を考
えるうえでのキーワードを以下
に述べたい。これまでの有人潜水
船の開発や無人探査機の開発、あ
るいは科学者たちの要望などを
踏まえ、キーワードとして「高速
潜航浮上」「任意深度における中
層での潜航」「長時間の潜航」「無
人探査機とのシステム」の四つに
まとめた。
　まず、最大潜航深度は 6000 ｍ
級であれば、今後も海洋地球科学
および海洋開発ニーズに十分にこ
たえられるであろう。しかし、現
在は深度 6500 ｍに到達するには
約 2 時間かかっており、往復の
ロスタイムが潜航可能時間の半
分を占めている。これは、研究の
効率ばかりでなく研究者の快適
さの点でも問題である。これを
短縮させ高速で潜航および浮上
させるのが望ましいが、現状で
は動力を用いず、重くすること
で自然落下で潜航していき、浮
力でゆっくりと浮上するために、
時間がかかっている。高速潜航
浮上のためには動力を利用する
ことが必要だが、そのためには
大容量の電池あるいは動力源の
開発を進めなければならない。
これが長時間にわたる調査研究
を実現するために核心となる技
術開発であろう。また、現在の
深海調査船は大きな重量で沈降
していき、海底で中性浮力とな
り調査活動している。海底の地
形地質や海底生物の研究にはこ
れで十分だが、大型の海洋生物
の大部分は海中の中層に生息し
ており、そのような生物の研究
には長時間にわたって海中に静
止して追跡調査できなければな
らない。米国の新有人潜水船は
中間深度での調査観測が可能と
なるように、可変浮力システム
が採用され、鉄を投棄するこれ
までの方式に比べ、調査エリア
の環境悪化も防止でき、上昇下
降や姿勢の制御などの能力も向
上すると言われている。
　第二世代とされる現在の有人
潜水船は、科学者ばかりでなく
パイロットも人間でなければな
らなかった。電子機器の発達は
十分でなく、知覚し判断し制御
する技術の大部分は人間の能力
に依存しなければならなかった
時代に製造されたからである。
しかし現在では自律型の人工知
能海中ロボットなどを含めて無
人探査機が開発運用されており、
高度な認識ツールや制御技術が
進化している。これらの無人探
査機の安全リスクは有人潜水船
に比べればはるかに低く、浮力
材などの耐圧材料や燃料電池の
応用、あるいは制御系の開発な
どで挑戦できている。当然、そ
の開発成果は有人潜水船に応用
することができるだろう。
　また、これまでの有人潜水船
は単独での行動を基本としてお
り、必要とされるすべての機能
を有人潜水船に保有していなけ
ればならなかった。しかし、次
世代の有人潜水船では、それぞ
れ固有の機能をもつ多数の無人
潜水機を従えたフリート（船団）
として潜航調査することになる
だろう。たとえばライトで照ら
す場合、潜水船から照らせば海
中の懸濁物に反射して視界が悪
くなってしまうが、ライトを持
つ自律型の能海中ロボットが補
助機能を果たせばよい。あるい
は、動力源の電池をすべて抱え
ていく必要もなくて、専用の自
律型海中ロボットが燃料補給し
てくれればよい。それらを通信
制御しながら、安全で効率的な
調査活動を行うことが可能にな
れば、深海調査はより効率的に
進められるであろう。これまで
有人潜水船の必要性については、
無人探査機や自律型の人工知能
海中ロボットなどとの役割分担
という観点での議論が主であっ
たが、それらとのコラボレーショ
ン、一体となったうえでの役割
分担という深海探査を展開でき
るシステム開発を目指すべきで
あろう。
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　ニュートンが万有引力を発見し
て近代科学が始まったとされてい
る21)。その発見に至る個々の事実
は先人により発見され蓄積されて
きたものである。地球が太陽をま
わっていることも、月が地球をま
わっていることも、そしてリンゴ
の実が木から地面に落ちてくるこ
とも、個別にはみな知られている
ことであった。1665年の秋の夕
方、ニュートンが家の近くのリン
ゴ園を散歩していたとき、たまた
ま木からリンゴが落ちてきた。ど
の木から落ちてきたのだろうかと
見上げると、その向こうにちょう
ど月が見えた。その瞬間、ニュー
トンのなかで月とリンゴがぴたり
と重なり、それ以来ニュートン
は、リンゴが地球の中心にむかっ
てまっすぐ落ちるのに、どうして
月は落ちてこないのかと悩みつづ
け、ついに万有引力という統一理
論に到達したとされている22)。
　科学は、多くの事実や現象のた
ゆまぬ積み重ねがあり、個々の仮
説や理論があり、それらを統一し
て説明するさらに新たな仮説をた
て予測を実証することにより革新
的に進歩してきた。それができる
優秀な科学者を育て新たなパラダ
イムを創りあげることができるよ
う、最先端の科学技術を提供しつ
づけることが国家の責務なのであ
ろう。
　海洋科学において深海有人潜水
船の果たしてきた役割は絶大であ
る。有人潜水船によって、深海が
地球の最も大きな生物圏であるこ
となどが次々と明らかにされてき
た。このような調査研究は今後は
有人潜水船ばかりでなく、有索の
無人機や自律型の無人機などに
よってより一層明らかにされてい
くことであろう。海中や海底にい
る鉱物資源や生物資源の探査ばか
りでなく、地球科学における深海
の意味を解明するためには、さま
ざまな科学技術を並行して開発
し、組み合わせて運用していかな
ければならない。
　人間がわざわざ深海まで出かけ
ていくことはない、高性能のTV
カメラを搭載する無人機を開発す
ればいい、それが技術開発という
ものだと主張する技術者もいる。
しかしカメラを通して見えるもの
と直接に目で見るものとはまった
く同じではなく、研究者の見たい
ものを十分に、また追跡しながら
見ることは、科学にとって大切な
ことであると考えられる。人類が
どうやっても到達できない宇宙の
彼方や、人間の肉眼では直接見る
ことのできない微小な世界を見え
るようにするため、望遠鏡や顕微
鏡を開発することは必要であり、
そうやって科学は進歩してきた。
しかし研究者に大深度での現象を
直接に観察できるようにすること
ができるものなら、できるように
することも科学の進歩のために重
要であり、そのような努力によっ
て科学技術はますます発展してい
くだろう。
　有人潜水船を論ずるには三つの
視点がある。これは科学技術一般
にも共通することであるが、第一
は深海科学への貢献、第二は科学
技術の利用、そして第三は国民の
納得であり、この三つのバランス
をいかにとるかが深海科学技術政
策の基本でなければならない。国
家の基幹となる科学技術戦略は、
国家利益を確保する手段を保持す
ることであり、この手段を支える
産業技術を維持発展させ、国家利
益を享受する国民を説得できるも
のでなければならない。科学者個
人の知的好奇心を満足させること
が科学者の研究のモチベーション
であるが、それを実現するために
は、調査研究の成果を国民にもた
らし、解明すべき科学の課題を説
明し、また科学者や科学技術者を
惹きつけるフロンティアを提示し
ていかなければならない。さらに
国民はこのような科学技術政策を
監視していかなければならない。
　我が国の深海有人潜水船「しん
かい6500」は世界でも最深部ま
で到達でき、諸外国はこれを越え
る深海調査・作業技術を懸命に開
発してきた。我が国に深海技術の
優位性があるうちに、次世代の深
海有人潜水船を議論しなければな
らない。現状では困難とされる課
題がどれほどあろうとも、大きな
目標を掲げることができれば、優
秀な人材が集まり育ち、科学と科
学技術は進歩していくと著者は信
じている。本稿によって、我が国
は今後、どのように深海有人潜水
船の開発に取り組むべきかという
議論が開始されるきっかけとなる
ことを期待している。
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科学技術動向研究
消防防災に関する科学技術動向
―消防防災領域でのイノベーションを目指して―
 松原　美之 浦島　邦子
 客員研究官 環境・エネルギーユニット
1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　近年の住宅火災死者の急増傾向
など、かつて安全と言われた我が
国の多くの場面でも劣化や不安全
化が進展している。2007 年新潟
県中越沖地震に見られるように地
震災害と土砂災害が複合するケー
ス、台風や竜巻等の自然災害多発
などは気になる傾向である。また、
バブル崩壊により中断されていた
都市部の開発が再開され、新たな
過密都市空間が登場しており、安
全・安心を脅かす要因が増加して
いる。
　このような背景から、安全・
安心な社会を実現するための科
学技術の必要性が従来以上に高
まっている。安全・安心の科学技
術の一翼を担う「消防防災の科学
技術」についても、これまで以上
に、研究の成果が具体的に社会に
還元されるための施策が求めら
れている。安全・安心を獲得する
ためには、潜在危険の発掘と安全
基準策定等の災害予防のための
科学技術活用（法令基準への反映
など）、災害発生後の対応のため
の科学技術活用（消防用装備の高
度化など）の両面において社会還
元が不可欠である。これまでに
も、法令基準に消防防災科学技術
の成果を活用する努力は実施さ
れ、一定の成果を上げている。一
方、消防活動など事後対応への消
防防災科学技術の研究開発成果
の導入は必ずしも十分とは言え
ない１）。
　本稿では、図表 1 に示すように、
従来は十分な検討が実施されて
こなかった、災害発生後の対応被
害軽減のために科学技術を活用
するという視点に焦点を当てて、
現状と課題について整理し、特
に消防防災の分野において科学
技術でイノベーションを実現す
るための課題を分析し、イノベー
ション達成に向けた提言を行う。
図表 1　消防防災における研究成果の社会還元
災害発生を未然防止する研究
潜在的危険の発掘・新対策技術の開発
緊急時の災害拡大防止の研究
3. 施策戦略の立案
2. 消防力の科学技術による強化
（装備・機器）
1. ルールメーキング（技術基準への反映：
予防・危険物・消防力指針・・・・）
原因究明と対策技術確立
2  消防防災の傾向と災害をとりまく状況の変化 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　総務省消防庁が発行している
「消防白書」２）は、火災だけでな
く、危険物施設・石油コンビナー
トの災害、風水害、火山災害、地
震災害等の自然災害、原子力災害
等の特殊災害など、全国の事故・
災害の概況について幅広く概括的
な情報を提供している。同白書に
よれば、近年は、住宅火災死者お
災害発生を未然に
と対策技術の確立
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よび危険物施設の事故が増加傾向
を示しており、特に図表 2 に示す
ように危険物施設での漏洩事故は
2006 年に過去最悪を記録した。
　住宅火災死者については、従来
から高齢者・乳幼児・身体機能に障
害を有する人々などの災害弱者と
呼ばれる人々への安全対策が大き
な課題とされてきた。しかし火災
統計分析の結果によると、図表３
に示すように、熟年無職男性の死
亡率の増加という最近の特徴的な
傾向も明らかになっている３）。
　一方、危険物施設の漏洩事故増
加の主たる要因としては、施設老
朽化と維持コスト削減などに起因
する腐食・劣化が考えられるとさ
れている。しかし、これにも詳細
な分析が必要であり、統計数字に
は表れていないが、台風など強風
による浮き屋根型石油タンクにお
ける浮き屋根の損傷など、従来見
られなかった形態の施設被害も発
生している。また、2007 年に新
潟県上越市で発生した化学工場の
爆発事故のような従来型の事故に
ついても、依然として増加傾向が
懸念されている。
　このような事故や災害危険の増
大傾向が懸念されるなか、一方で
は、図表４に示すような首都高速
道路新宿線の建設を始めとした大
都市圏における地下空間開発や、
図表 2　危険物施設における漏洩事故発生件数と被害状況
図表 3　男女別・年齢別の住宅火災死亡率
出典：参考文献３）
図表４　首都高速道路中央環状新宿線の概要図
出典：参考文献４）
出典：参考文献２）
※イラストはイメージです
女性
0.0
1.0
2.0
3.0
0－
4
5－
9
10
－
14
15
－
19
20
－
24
25
－
29
30
－
34
35
－
39
40
－
44
45
－
49
50
－
54
55
－
59
60
－
64
65
ov
er
1990 
2005 
男性
0.0
1.0
2.0
3.0
0－
4
5－
9
10
－
14
15
－
19
20
－
24
25
－
29
30
－
34
35
－
39
40
－
44
45
－
49
50
－
54
55
－
59
60
－
64
65
ov
er
1990 
2005 
死亡率（人／
10万人）
歳 歳
41
23
32 31
19
2 2
0 0 0
331 359352334
392
432
223
307
250
365
0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
2001 2002 2003 2004 2005 （年）
0
100
200
300
400
500
600
負傷者数（人） 死者数（人） 漏えい事故発生件数（件） 損害額（百万円）
死
傷
者
数
漏
え
い
事
故
発
生
件
数
お
よ
び
損
害
額
（件、百万円）（人）
科 学 技 術 動 向　2007年 9月号
38
高層・大規模建築物の建設が急速
に復活している。過密都市空間の
災害に対する脆弱性を増大させ
る周辺情勢の変化が進行してい
る４）。
図表 5　集中豪雨の頻発化
出典：国土交通省作成資料
3  消防防災科学技術の研究開発 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　地方自治体消防機関および総務
省消防庁等で、個別にあるいは連
携して実施されている、我が国の
消防防災科学技術の研究開発の現
状を以下に概説する。
　 ３‐１
地方自治体の
消防機関における研究開発
　消防防災の科学技術に関して研
究開発部門を有する地方自治体の
消防機関は、札幌市消防局、東京消
防庁、川崎市消防局、横浜市安全管
理局、名古屋市消防局、京都市消防
局、大阪市消防局、神戸市消防局お
よび北九州市消防局の９機関であ
る。研究開発部門の定員は９機関
で計74人であり、研究費総計は約
１億円である。各消防機関の研究
費には、180万円から5000万円ま
で大きな幅がある。
　地方自治体の消防機関では、消
防装備・資機材等の改良、改造等、
消防隊の勤務形態に関する研究、
火災性状に関する研究など火災等
の災害現場に密着した技術開発や
応用研究、防災資機材等の改良・
改造、火災原因調査に係る原因究
明のための調査、分析、試験等が
行われている。
　各消防機関の最近の主な研究開
発課題は、
・消防隊員の勤務時の身体負荷に
関する研究（札幌市消防局）
・隊員安全管理システム、現場用
化学分析機器（東京消防庁）
・ウォータミスト消火ノズルの開
発（横浜市安全管理局）
・防火戸の改良開発（京都市消防
局）
・天然系界面活性剤による新消火
薬剤（北九州消防局）他
などである。これらの消防機関は、
毎年、「大都市消防防災研究機関
連絡会議」を開催し、消防防災の
科学技術についての意見交換を
行っている。
図表６　小型クローラ移動ロボット　FRIGO-M
図表６　開発された防水、防塵、防爆、耐衝撃性の高い本体(FRIGO-M)
　自然災害としては、2006 年新
潟県中越・2007 年能登半島沖・
2007 年新潟県中越沖のそれぞれ
の地震に見られたように、地震と
土砂災害が複合して被害を増大
させているというのも最近の特
徴と言える。
　海外に目を転じると、インド洋
地震津波災害（2004年）、ハリケー
ン・カトリーナ（2005 年）、フィ
リピン・レイテ島南部の地滑り
（2006 年）等の、巨大な地震・津
波、竜巻・台風、土砂崩れ等、自
然災害が多発する傾向も感じら
れる。2005 年に米国で発生した
ハリケーン・カトリーナのような
高潮災害に象徴されるように、近
年、世界的に見ても大規模水害が
多発している。これに対して内閣
府は「大規模水害対策に関する専
門調査会」を設置したが、我が国
でも豪雨の発生頻度が近年増加
傾向にあり（図表５）、大規模水
害が発生しても被害を最小限に
食い止めるための対策は緊急の
国家的課題であることが表明さ
れている５）。
１．1 時間降水量 50 ㎜以上の降水の発生回数
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0
（回/年）
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集中豪雨の頻発
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平均209回
S61～H7
平均234回
H8～17
平均288回
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10
5
0
（回/年）
2．1 時間降水量 100 ㎜以上の降水の発生回数
S51～60
平均2.2回
S61～H7
平均2.2回 平均4.7回
H8～17
１時間降水量の年間延べ件数
（全国のアメダス地点　約1,300箇所より） 出典：気象庁資料より国土交通省において作成
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図表７　消防隊員の活動支援機器のイメージ
検知ロボット
３‐２
国としての研究開発
　2006 年４月に消防技術政策室
が総務省消防庁に新設され、本
庁および消防研究センター（旧
（独）消防研究所）において、緊急消
防援助隊の装備開発、地震等大
規模自然災害対応情報システム
等、全国に共通する課題につい
て研究を実施している。2007 年
8 月現在、消防庁消防研究セン
ターの研究者数は 26 名、研究費
は約３億円／年である。以下に、
現在実施されている主な研究開
発課題を紹介する。
(１）ロボットの研究開発
　2006 年までに NBC テロ用のロ
ボット開発として、消防本部で
導入可能な価格で、かつ実用性
能の高いロボットの開発を実施
してきた。NBC 災害とは、核・
放射線や放射性物質による災害
（Nuclear）、生物・ウイルスやリ
ケッチア・細菌等の病原性微生
物による災害（Biological）、化学・
有毒化学物質による災害などの
特殊災害（Chemical）などの特
殊災害を指す。これまで開発し
たロボット技術を応用し、防護
服などを身につけた隊員を認識
判別して、自律的に追従移動し、
移動経路を認識記憶し、発見した
要救助者を自律的に安全な領域
まで搬送することができる、新し
いロボット「FRIGO-M」６）の開発
が進んでいる。これは、図表６
に示すような防水・防塵・防爆・
耐衝撃性に優れた本体を持ち、
消防隊員の活動を支援して隊員
の負担を軽減しようとする機器
である。
　図表７には、NBC 災害などの
特殊災害時における消防隊員の
活動支援機器のイメージを示す。
(２）石油タンクの地震対策の
研究
　2003 年の十勝沖地震の際に苫
小牧の石油タンク２基から出火
し、多くの浮き屋根式タンクが損
傷した。このような例を踏まえた
対策技術の研究が実施され、石油
タンクの構造に関する消防法の基
準改正を目指している。図表 8 に
示すような、最大直径 30 ｍの実
タンクでのスロッシング（液面揺
動）実験等を実施し、浮屋根挙動
に関して予測技術を開発してい
る。
　また、地震波動伝搬予測手法を
構築し、地震時に石油タンクが
被っているであろう被害を、地震
図表８　模型タンクの揺動実験風景
（独）防災科学技術研究所に設置された起震機
平成１８年度
１．追従移動技術の開発
防護服を着た
消防隊員
画像認識
マーカー
自動追従
ロボット
・ロボットは隊員の操縦（負担）無しに
 自律的に活動現場へ移動
研究開発技術の現場への応用
研究開発の発展的展開
３．資機材の自動搬送
平成１９年度
２．移動経路認識技術の開発
移動経路認識
ロボット
現場へ移動：往路
・ロボットが画像、センサデータを
 記録し移動経路を記憶する
最終的な研究開発目標
資機材搬送
ロボット
４．要救助者の自動搬送
消防・救助
活動用資機材
・ロボットが搬送を行うことにより隊員の負担を軽減
・複数のロボットで各種サイズ、重量の資機材に対応
活動後、
交替・撤収：復路
・迷路的なプラント内移動経路を自律的に
 認識し、ロボットが帰路を先導
移動経路 ①ロボットは隊員に自動追従
②要救助者
　発見！
③隊員は
　次の活動へ
④ロボットは自律的に
要救助者搬送 ④ロボットが自律的に
要救助者を搬送
・隊員の肉体的 , 精神的負担の軽減
・隊運用の効率化
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図表９　地震時の石油タンク被害のリアルタイム予測システムのイメージ
図表 11　消防隊員が火炎中で受ける熱影響のシミュレーション
　　　　 （表紙カラー図参照）
図表 10　火災領域の風下に形成される旋風現象
　　　　 （表紙カラー図参照）
直後にリアルタイムで予測し、現
地消防本部などの関係機関に通報
するシステムの開発を行ってい
る。図表９に、地震時の石油タン
ク被害のリアルタイム予測システ
ムの全体イメージを示す。
(３）過密都市空間の火災対策に
関連した研究
　地下施設や超高層ビル等の複
雑大規模な空間における火災の
進展予測が研究されている。市
街地延焼火災時の火災旋風現象
（図表10）など過密都市空間での
火災の進展等を予測する手法の
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石油タンクの被害推定
●液面揺動
●浮き屋根挙動
●側板応力等
●浮き上がり挙動
●地盤液状化危険度
関係機関（消防機関・自治体・事業所）
迅速かつ的確な
応急対応
石油タンクの異常・被害発生について特に注意を払うべき所はどこかがわかる
地震動
観測情報
強震動の事前予測
●想定大地震
●短周期地震動
●地盤の非線形挙動
●長周期事震動
●地盤液状化危険度
強震動
予測結果
事故・被害の
より効果的な予防対策
石油タンクに関する研究
●腐食劣化評価手法の高度化
●タンク底部の浮き上がりに
よる損傷評価手法の検討
●浮き屋根揺動時の強度評価
手法の検討
地
震
発
生
前
地
震
発
生
時
配
信
配
信
成果
活用
地震動に関する研究
●石油タンクサイトに
おける地盤資料の収集
と地震動特性の分析
●長周期地震動の理論
的・観測的予測研究
成果
活用
石油コンビナート地域にお
ける強震観測・強震動監視
地震記録
地震記録
石油タンク地震被害推定システム
地震動情報伝送伝達
●地震動情報電子メールを受信
して自動的に処理集約
●地震動情報を一目瞭然に表示
（計測震度／最大地動加速度・
最大地動速度／応答スペクトル
など）
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確立、効果的な消防活動を支援
する技術の研究開発、過酷な消
防活動環境に耐える消防防火服
の開発（図表 11）を行っている。
　その他にも、「大規模自然災害
発生時における緊急消防援助隊の
部隊運用など、消防防災活動を支
援するための情報伝達・意思決定
支援システムの開発」、「新たに流
通使用されることとなる物質が有
する火災爆発危険性の評価技術、
消火および再着火防止技術に関す
る研究」、「原子力施設など特殊な
施設・環境での火災等の性状把握
と消防隊員の安全確保・負担軽減
技術の研究」などが実施されてい
る。
３‐３
消防防災科学技術研究
推進制度による研究開発
　消防防災科学技術の産学官
連携研究を推進させるために、
2003 年度より、新たに競争的資
金制度（3.5 億円／年）が創設さ
れた。2006 年度までの４年間に、
民間企業・大学・地方公共団体
等の産学官連携研究として、「水
損低減型２流体消火ノズル」、「津
波による石油タンクへの影響評
価」、「軽量・機能化を図った大
容量水中ポンプ」など計 48 課題
が採択された。これらの中には、
総合科学技術会議の産学官連携
功労者表彰総務大臣賞を受賞し
たものが２件ある。「水／空気２
流体混合噴霧消火システムを用
いた放水装備」および「少水量
型消火剤の開発と新たな消火戦
術の構築」）である。
　2007 年度からは、消防機関
との共同研究を前提とした「現場
ニーズ対応型研究」枠が新たに設
置された。ここでは、より災害
現場に密着した「出口の見える研
究」が優先的に実施される仕組み
作りが模索されている。「次世代
防火服の開発」「分子認識による
超高感度火災検知センサー」「全
面タンク火災消火支援用筏の開
発に向けた実用可能性の研究」な
どが課題に挙げられている。
　安全・安心社会の創出に貢献す
る科学技術成果を、限られた研究
資源のなかで実質的に得るため
には、適切な課題の選択と研究資
源の集中が不可欠である。以下で
は、総合科学技術会議および総務
省消防庁から示されている重点
化の方向性について概説する。
４‐１
第３期科学技術基本計画に
盛り込まれた重点課題
　総合科学技術会議が策定した
第３期科学技術基本計画には、
「安全・安心な社会の実現」が大
きな柱の一つに盛り込まれてい
る。消防防災の科学技術につい
ても、分野別推進戦略の重点研
究課題として取り上げられてい
る 7）。以下では、取り上げられ
ている各課題について紹介する。
(１）安全・安心社会を実現する
材料・利用技術
　突発的な災害や事故から身を
守るための防具用材料の開発お
よび利用技術等の開発が必要と
されている。例えば、地下施設・
超高層ビルなどにおける火災な
どの環境にも耐え、安全かつ効
果的な消火活動を行えるような、
耐熱性と快適性を併せ持つナノ
ファイバー素材等の材料技術お
よび評価技術開発が課題として
挙げられている。2008 年までに
性能についての要求レベルを明
確にし、ナノテク消防防護服に求
められる耐熱性能・快適性能・運
動性能などの性能・機能の評価方
法について研究を行い、先進消防
防護服の開発を行う計画である。
　
(２）様々な用途の建物・施設に
おける火災時の安全確保
　2010 年度までに建物・施設に
用いられている物質の燃焼特性
をデータ化し、一般的な建築物・
地下施設・超高層ビル等の様々
な空間における火災進展につい
て、コンピューターシミュレー
ションによる予測手法を開発す
る。また、この予測手法を利用
して避難・警報等のシステムを
高度化し、火災予防対策の強化
や建物・施設等の各々の特徴を
考慮した有効な消防戦術を確立
する。
(３）大規模地震時の危険物施設
等の被害軽減
　2006 年度中に、実規模タンク
を使用した浮き屋根の揺動実験
を行い、浮き屋根の標準的な改
修手法を開発した。2010 年度ま
でに、大規模地震時の危険物施
設等の被害軽減に関する研究開
発を実施する。長周期の地震動
に強い石油タンクの研究開発に
代表される災害予防対策や、地
震発生直後に石油タンクの揺れ
や津波による被害を予見診断す
る手法の研究開発などを行なう。
併せて、石油タンクの耐震性に
直接関わるタンクの健全性（腐
食劣化の有無や度合い）を、タ
ンクを開放すること無しに評価
する手法を開発する。地震の揺
れによる石油タンクの被害を精
度よく、リアルタイムに予測する
技術開発の概要を図表12 に示す。
4  消防防災科学技術の重点化の方向性 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
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図表１2　危険物施設の地震被害を予測し軽減する技術開発
(４）大規模災害時等の消防防災
活動支援情報システム
　大規模地震災害時等における
被害軽減のためには、迅速かつ的
確な初動対処が必要である。全て
の災害対応の基礎として、防災情
報の収集・伝達・分析の正確性・
迅速性が必須である。例えば、リ
アルタイム火災延焼シミュレー
ションを活用することにより、震
災などによる同時多発火災に対
する最適消防力運用について、県
内応援隊・緊急援助隊を考慮し
た災害地域の受援側における消
防力最適運用システムを開発す
る。また、応援側においては、適正
な支援部隊とその編成・展開に
関する情報を提示できる消防力
最適配備支援プログラムを開発
する。具体的には、2010年度まで
に、国および地方公共団体の効果
的な防災活動を可能とする支援シ
ステムや情報通信システムの開発
を行うとともに、高度化した災害
時の情報収集伝達・分析技術を開
発する。図表13にその概要を示す。
(５）特殊災害に対する消火方法・
安全確保
　2010 年度までに、特殊な施設・
環境・原因による火災等の性状
の把握と消火方法を確立する。
その結果を踏まえ、2015 年度ま
でには、特殊な火災等にも対応
した消火方法等の実用化を図り、
消防隊員の安全を確保し、かつ
負担を軽減することを目的とし
た支援機器を開発する。
(６）化学物質の火災爆発防止と
消火
　2010 年度までに、新規危険性
物質（例えば、リサイクル資源な
ど）の火災爆発危険性を把握する。
蓄熱危険性・自然発火危険性・爆
発危険性等についての評価手法を
開発し、データの蓄積を図る。化
学物質の漏洩事故や火災事故に対
応するため、タンク火災や漏えい
油火災の消火および再着火防止技
術等も開発する。
図表 12　危険物施設の地震被害を予測し軽減する技術開発
図表13　消防防災活動支援情報システムの開発（表紙カラー図参照）
図表１3　消防防災活動支援情報システムの開発
揺れの事前予測
●想定大地震
●短周期地震動
●地盤の非線形挙動
●長周期地震動
●地盤液状化危険度
予想
地震動
地震動
観測情報
石油タンクの被害推定
●液面揺動
●浮き屋根挙動
●側板応力等
●浮き上がり挙動
●地盤液状化危険度
事故・被害の
より効果的な予防対策
迅速かつ的確な
応急対応
石油コンビナート地震被害想定システム事前の調査
地震動
リアルタイムに被害推定
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リアルタイム火災延焼シミュレーション 現有の資源 消防力の最適運用（受援側・応援側）
延焼シミュレーション結果表示例
赤：炎上中　灰色：焼失　緑：木造家屋
水色：非木造家屋　丸印：防火水槽 消防部隊最適運用支援システムの広域応援部隊運用支援への拡張
最適消防力運用システム
部隊運用システム 緊急援助隊
緊急援助隊
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消防防災科学技術高度化
戦略プラン（第２期）８） 
　2005年度までを目標年度とし、
消防防災科学技術のあり方につ
いて外部有識者からなる消防防
災科学技術懇話会（座長：上原陽
一横浜国立大学名誉教授）での審
議が行なわれた。ここで策定され
た「消防防災科学技術高度化戦略
プラン（第１期）」 ９）は、第３期科
学技術基本計画との整合性を図
りつつ、火災等災害の状況変化、
科学技術の全般的動向をも考慮
した改訂が実施された。この改定
は、2007年２月に消防防災科学
技術高度化戦略プラン（第２期）
として消防庁より発表された10）。
　このプラン策定にあたっては、
全国 100 都市（政令指定都市・
県庁所在地およびこれに準ずる都
市）の消防本部を対象として、技
術の導入・実用化の緊急性に関し
て下記 10 項目（76 細目）のアン
ケートが実施され、その結果がプ
ランに反映されている。
①情報化による防災システムの高
度化促進
②住宅防火対策等の推進
③防災力の質的向上
④消防活動支援施設、消防活動用
資機材等の高度化
⑤特殊災害対策の強化
⑥危険物施設等の保安対策の充実
⑦救急・救助業務の高度化
⑧環境への配慮
⑨国際化への対応
⑩国民保護のための仕組みの整
備・充実
　本プランでは、重点的に取り組
むべき研究開発課題を下記の４項
目として整理した。
・高齢者など災害時要援護者に配
慮した国民の安心・安全の確保
・大規模災害への備えの充実
・先端技術を活用した高度な消防
防災活動の実施
・増加する救急需要への対応と救
急業務の高度化
　そのうえで、科学技術を担う人
材の教育体制の充実、消防防災科
学技術に関する情報共有化の推
進、国と地方および関係機関・業
界とが連携した推進体制の充実強
化が、実施すべき施策として挙げ
られている。
図表 14　ナノテクノロジーを活用した消防防護服の開発と次世代の消防防護服
5  消防防災科学技術の領域での科学技術に基づくイノベーションの実現 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
５‐１
実用化の出口における連携
　４章で紹介した各課題に対応す
るように、現在、消防防災科学技
術の分野でイノベーション実現に
向けて実施されている取り組みに
ついて、以下に紹介する。これら
の試みは、いずれも、「研究開発
の結果、成果が得られているが、
具体的な実用化の出口が見えな
い」状況にある研究課題について、
消防防災の現場でのニーズから選
別し、国が中心となって、産学官
連携、府省連携、国・地方連携の
枠組みによって、現場での科学技
術イノベーションに繋げようとす
るものである 11）。
(１）ナノテク消防防護服の研究
開発
　ナノテクノロジーを活用した消
防防護服の開発と次世代の消防防
護服の研究開発は、図表14 に示
すようなものである。経済産業省
の競争的研究資金により、素材の
耐熱性能
機械的性能
化学的性能
快適性能
運動性能
その他の性能
現有消防服 ナノテク消防服
具体的な数値
目標を設定
マネキン試験 結果の表示
数値シミュレーション
生地の熱特性など
物理的特性の入力
火災環境、衣服内
環境を数値化して入力
消防服の生地
火傷割合
正面 背面
赤：３度火傷
オレンジ：２度火傷
黄色：１度火傷
ナノテク素材の評価
消防防護服の評価
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従来のヘリコプターから
の映像伝送
中継
車
映像撮
影
従来のヘリコプター映像伝送は、ヘリコプ
ターが見える範囲に中継車などが必要な為、
例えば災害時に道路が壊れたり、場所が山
岳や海上の場合は伝送が困難となる。
通信範囲は
40～50ｋｍ
と狭い
災害対
策本部
救急
医療
機関
基地
局
映像撮影
ヘリコプター衛星通信に
よる映像伝送
ヘリコプターから衛星に直接通信すれば、中継車の制
約が無いのでいつでもどこでもリアルタイムで災害映像
を伝送する事が可能。
14GHz帯
12GHz帯
直接衛星と通信
中継車等を必要
としない為、ヘリ
コプターの機動
性を生かせる
災害対策
本部
救急医療
機関
開発を民間企業と独立行政法人の
研究所で実施し、消防活動現場に
おけるニーズの整理と評価技術を
総務省消防庁で行なっている。府
省連携および産学官連携の推進体
制を図表15 に示す。
(２）ヘリサットの導入配備
　ヘリサットとはヘリコプターと
通信衛星との直接交信技術であ
り、（独）情報通信研究機構で開発
されたものである（図表 16）。現
在、この技術を政府の消防防災ヘ
リコプターに配備しようとしてい
る。2004 年の新潟県中越地震の
図表 16　へリコプターと通信衛星との直接通信が可能な技術の導入
図表 15　ナノテク消防服の研究開発体制の全体イメージ図
際には、ヘリコプターからの被災
地映像の中継が、地上被害のため
に困難となり、情報伝達の脆弱性
が明らかとなった。この研究開発
は、将来の大規模災害時の非常通
信確保の技術的解決を図ろうと
するもので、大きな期待が寄せら
れている。
(３）偵察・支援ロボットの緊急
援助隊への配備
　消防緊急援助隊の装備として国
費で開発した機器を、地方自治体
の消防本部で実戦用に配備し、試
用することが進められている。図
表 17 に示す機材は、1995 年の
地下鉄サリン事件の際に、救助活
動に従事した消防隊員もサリン被
爆した経験から開発されたもので
ある。目標仕様として、「霞ヶ関
の地下鉄ホームまで地上から浸入
し、有毒物の分析・検出が可能（地
上に戻ることは要求せず、回収は
事態収集後という設定）」という
設定で開発されている。消防本部
での導入が可能となるよう、国費
ではさらに、機能限定した廉価版
の開発を継続実施している。本開
発に関わった企業は、この技術を
製品化し販売を開始した。
消防活動、戦術向上のための高性能装備の開発
火災状況に対応できる先進防火服の開発
目標　：　熱防護性、快適性、運動性を現有消防服よりも向上させた
　　　　　消防服を開発すること
研究体制 研究の枠組み
総務省消防庁
消防大学校
消防研究センター
「ナノテク消防防護服の要素開発
および評価方法の研究」
経済産業省委託
ナノテク消防服開発グループ
（民間企業）
「ナノテク先端部材実用化
研究開発」
熱遮断性能などに優れたナノテクの活用
ナノテク消防防護服の要素開発
ナノテク消防防護服の評価手法の開発
研究項目
　・開発消防服の性能目標の設定およびロードマップの作成
　・現有サーマルマネキン装置の改良
　・試作ナノテク消防防火服生地の性能評価
　・性能評価数値シミュレーションの開発
●ナノ粒子を現有耐熱素材への表面被覆によ
るさらなる熱防護性の向上
●ナノ技術を現有耐熱素材へ活用することに
よる繊維素材の軽量化
●防護服のインナー素材をナノ加工すること
による快適性能、運動性能の向上
ナノテク先端部材実用化研究開発
連携 協力
研究推進委員会 （仮名） 総合調査委員会 （仮名）
連携 ・ 協力
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ナノコー ティング技術
ナノ中空糸
ナノボイド（空孔）
ナノ粒子添加
ナノフィルター
冷却素材　等
図表 18　初期需要の政策的創出のイメージ図 
５‐２
研究開発成果を
社会のイノベーション
につなげるために
　ここでは、やや一般的なイノ
ベーション論に立ち返り、研究開
発成果が社会のイノベーションに
つながらない問題を考えてみた
い。
　マキャヴェリは、社会改革の達
成が困難である理由を彼の「君主
論」の中で次のように指摘してい
る。「新秩序の導入は、旧制度の下
でうまくやっていた全ての人を
敵に回すことになる。しかも、新
しい秩序を受け入れた人も、恐る
恐る受け入れているにすぎない。
消極的になるには二つの理由が
ある。一つは旧制度にしがみつい
ている人の恐怖心であり、もう一
つは新しい制度への猜疑心であ
る。」12）この言葉ことは、科学技術
で社会のイノベーションを起こ
そうとする場合に置き換えても
当てはまる。すなわち、新しい技
術を導入しようとする時、下記の
ような２つの意味で抵抗を受け
ることがある。
・イノベーションを導入しなくて
もやってきた人々からは「現状
で何が悪いのか」という声が上
がる。
・イノベーションを導入するこ
とにより達成されるものの効果
（例えば、費用対効果比）が不
確かで、「どう改革されるの
か」が分からないと言われる。
　研究開発成果に基づく社会的な
イノベーション実現を阻む障壁に
ついては、開発・事業化・産業化
の各段階に、「デビルリバー（魔
の川）」・「デスバレー（死の谷）」・
「ダーウィンの海」などと名付け
られている。安全安心のための
技術を実現するには、俯瞰的ア
プローチ、すなわち、「問題の全
体像把握」・「分野を超えた知の活
用」・「問題解決志向の知識連携」
を併せ持ったようなアプローチが
不可欠との主張もされている。
　では、こうした障壁を超えて、
研究開発成果を社会の現場のイノ
図表 17　東京消防庁に配備された検知・探査型災害対策用ロボット
出典：参考文献 13）
ベーションに繋げるには、どうす
ればよいのであろうか。かつての
米国のアポロ計画は、ＧＰＳ・イ
ンターネット・ケブラー繊維など
を社会にもたらした成功例と言わ
れている。このような例を見ると、
「先端技術成果とその製品は、初
期においては実績の欠如から従来
技術に慣れ親しんだニーズ側に受
け入れられない傾向が強く」、し
たがって、「シーズ側の投資意欲
が醸成されず」、「イノベーション
が停滞する」という悪循環を解決
することが、研究開発成果をイノ
ベーションに繋げる鍵となると考
えられる。
　「魔の川」・「死の谷」・「ダーウィ
ンの海」を越えるためには、イ
ノベーションサイクルを好循環
させる方策として、初期段階にお
いて、先端技術とその製品を購
入するハイスペックユーザーを
ファーストカスタマーとして確
保することが重要であると考え
られる。例えば GPS・インター
ネット技術・ケブラー繊維など
は、米国の国防需要での調達に支
えられ基盤を築いた。このよう
に、ハイスペックな官公需が初期
図表１7 東京消防庁に配備された検知・探査型災害対策用ロボット 
5.２ 研究開発成果を社会のイノベーションにつなげるために 
ナノテク防護服の共通
基盤技術の確立
・遮熱性（炎、輻射熱）
・難燃性
・撥水性
・耐酸、アルカリ
・耐浸透性
・耐磨耗性
・耐引き裂き力
・透湿性、通気性
・軽量性
現在の世界の消防服
Nomex 繊維（アラミド繊維、
デュポン社）が世界的に流通。
1960 年代に開発。
一般民生・産業分野への展開
（化学プラント、各種作業現場の怪我
防止、スポーツ衣類、医療用具、家庭
用品、建材など）
官公需
（消防服、放射能施設、防衛関係、
バイオハザード防護服等）
ナノテク防護服の開発
初期市場形成効果
・元々は火薬製造現場の防
護服。現在も、国防省と
共同開発中。
・ケプラー繊維（対切削性）
・米国では、国防省とM I T
で、ナノテクソルジャー
の研究開発を実施中。
日本の多くの企業が技術
アイディアを持つが初期
市場がないため、開発リ
スクが大きく、消極的。
幅広い波及分野
ナノテク活用
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○ 技術を導入する必要性の評価
　 その技術が無くても解決できるか、あるいは、その技術無しには解決できないか
○ 導入による効果の予測と整理
　 その技術によってのみ解決できる事態は何か
　 その事態の発生頻度は極めて稀か、頻繁か
○ 解決すべき課題により現在被っている損失
　　（＝解決のために投入することのできる費用はどの程度か）
○ 解決に要する費用はどの程度か
○ 代替手段との比較（費用、効果、なじみ易さなどの観点において）
○「役に立つ」という研究開発者の主張の信憑性等の評価
注：価格についての見積もりでは、初期導入時の価格と普及後の価格のいずれで計算する
かが問題である。（導入による直接効果以外に、例えば、１台目は高くても２台目以降を安
くする効果も存在する。）
図表 19　新技術の導入に関する評価の考え方
の開発リスクを負うとともに初
期需要を創出していくことで、開
発成果が一般の産業や民生分野
に波及していくことが容易にな
るものと期待される。図表18 は、
経済産業省の報告書から引用し
た、ナノテク防護服に関する初期
需要の政策的創出のイメージ図
である。
　研究開発を担う研究者の多くが
陥る間違いに、「目標達成には何
を解決すべきか」ではなく、「自
分は何が解決できるか」によって
研究課題や研究の方向性を決めよ
うとする点がある。「開発者が自
ら使用者である場合」と「開発者
と使用者が異なる場合」とでは、
開発成果物の評価に大きな相異が
生じるのが一般的である。「自分
が開発した技術は重要視する」が
「他者が開発した技術には批判的」
という研究者の傾向も、イノベー
ションの実現の障壁となってい
る。この両者が相まって、「研究
成果が上がっているのにもかかわ
らず、現場では使ってもらえない」
という研究開発者の声と、「現場
で使える研究成果がない」という
現場の声が、平行線でとどまって
いる原因になっていると考えられ
る。すなわち、「開発する側の視点」
と「使用する側の視点」の間の乖
離の問題である。
　消防防災科学技術においても、
初期需要の政策的創出のために
も、「開発する側の視点」と「使
用する側の視点」の間の乖離の問
題解決のためにも、開発段階から
ユーザーを巻きこむことが有効で
あると思われる。すなわち、研究
開発された成果物が、消防防災の
活動現場で使用されるというアウ
トカムにつながるためには、研究
開発の体制だけは不十分であり、
以下に掲げるような「調達までを
見越した仕組み」をイメージする
ことが重要であろう 14）。
・開発時点から消防機関を巻き込
んで行なうことが不可欠
・開発された物を導入する際の費
用・効果についての客観的な評
価手法を持つ
・調達を視野に入れて開発を行な
うこと
　特に、官公需による初期需要の
政策的創出の場合は、それらが客
観的・合理的に行われるためには、
導入を検討する新技術について、
財務担当者や納税者に対しての十
分な説明責任が果たされることが
必要となる。したがって、例えば
図表 19 に示すような評価技法を
開発することが必要と思われる。
５‐３
消防防災の領域に固有な問題
と科学技術コーディネーター
の必要性
　最後に、消防防災科学技術に特
有のイノベーション阻害要因を考
えると、以下の２点が挙げられる。
(１）全体としても市場規模が小さ
い。
　日本の消防職団員の数（ここ
で い う ユ ー ザ ー 数 ） は 100 万
人程度である。日本全国の消防
予算約 2 兆円の中で、装備費は
10% 以下にすぎない。
(２）日本の 800 強の消防本部が個
別に資機材調達している。
　現状の資機材調達では、新技術
の導入に関する司令塔が不在であ
り、開発モチベーションが働きに
くい。
　このような消防防災科学技術に
特有の問題を解決するには、国と
地方の連携が重要であろう。国が
主導する標準仕様策定とユーザー
の要求仕様の絞り込み、さらには
共同購入の仕組みの導入などの施
策が有効であると考えられる。
　以上述べてきたような研究開発
成果を、社会のイノベーションに
繋げる仕組みが十分に機能するた
めには、研究成果の価値を客観的
に理解・評価でき、説明できる科
学技術コーディネーターの存在が
重要である。現在の我が国では、
こうした人材は得難く、これらの
育成と設置が今後の鍵となると考
えられる。
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